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1.海岸保全基本計画を変更する背景
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1. 海岸保全基本計画を変更する背景

 令和2年に「海岸保全基本方針」の変更、令和3年に「海岸保全施設の技術上の基準を定める省令」の
一部が改正され、気候変動の影響による外力の長期変化に対応していくことが明記された。これを受
け、令和7年度までに気候変動の影響を踏まえた海岸保全基本計画の見直しが必要となった。

1）海岸保全基本計画の見直しまでの流れ

気候変動を踏まえた海岸保全の動向機関年 月

「沿岸部（海岸）における気候変動の影響及び適応の方向性」
→気候変動により「気温・海水温の上昇」、「海面水位の上昇」が予測されている。沿岸部（海岸）においては、それぞれ「強い台風の増加」
及び「海面水位の上昇」等の影響要因が懸念。

国交省平成27年7月

「気候変動適応法」の施行
→国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化した法律が施行。

環境省平成30年6月

「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」設置
→海岸保全事業の方向性を議論し、気候変動の影響や外力の考え方、整備手法等について検討を行う委員会の設置。

国交省
農水省

令和元年10月

「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」提言
→沿岸域で想定されるリスクとして「高潮・高波・津波・侵食」を想定。

・海岸保全施設の整備・更新時点、または今後のソフト対策において気候変動を考慮した対策へ転換していくこととしている。
・地域住民や街づくり関係者等とも連携しつつ、自然環境との共生も重要であるとしている。
・将来予測としてRCP2.6(2℃上昇)を前提にした計画の立案、整備の推進。

国交省
農水省

令和2年7月

「海岸保全区域に係る海岸の保全に関する基本的な方針（海岸保全基本方針）」の変更
→「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」提言を踏まえ、海岸保全基本方針を変更。

国交省
農水省

令和2年11月

「海岸保全施設の技術上の基準を定める省令」の一部改正
→「設計高潮位」及び「設計波」の設定・見直しに当たっては、気候変動の影響を考慮。

国交省
農水省

令和3年7月

「気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定方法等について」を都道府県に通知
→設計高潮位の設定案や設定方法等について通知

国交省
農水省

令和3年8月

■海岸保全基本計画の見直しの経緯

海岸保全基本計画の見直し（令和7年度まで）
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1. 海岸保全基本計画を変更する背景

 令和3年7月に一部改正された「海岸保全施設の技術上の基準を定める省令」では、設計高潮位・設計
波については、気象の状況及び将来の見通しを勘案して設定することが追記された。

1）海岸保全基本計画の見直しまでの流れ

改正後改正前

一設計高潮位
次に掲げる潮位に気象の状況及び将来の見通しを勘案して必要と認めら

れる値を加えたもののうちから、海岸保全施設の設計を行うため、当該海
岸保全施設の背後地の状況等を考慮して、海岸管理者が定めるものをいう。

イ 既往最高潮位
ロ 朔望平均満潮位に既往の潮位偏差の最大値を加算し、当該満潮位の時

に当該潮位偏差及び設計波が発生する可能性を考慮して、当該潮位偏
差の最大値の範囲内において必要な補正を行った潮位

ハ 朔望平均満潮位に台風その他の異常な気象又はこれに伴う海象に関す
る記録に基づき推算した潮位偏差の最大値を加算し、当該満潮位の時
に当該潮位偏差及び設計波が発生する可能性を考慮して、当該潮位偏
差の最大値の範囲内において必要な補正を行った潮位

二設計波
海岸保全施設の設計を行うため、長期間の観測記録に基づく最大の波浪

又は台風その他の異常な気象若しくはこれに伴う海象に関する記録に照ら
して発生するものと予想される最大の波浪を考慮し、気象の状況及び将来
の見通しを勘案して、当該海岸保全施設に到達するおそれが多い波浪とし
て、海岸管理者が定めるものをいう。

一設計高潮位
次に掲げる潮位のうちから、海岸保全施設の設計を行うため、当該海岸

保全施設の背後地の状況等を考慮して、海岸管理者が定めるものをいう。

イ 既往最高潮位
ロ 朔望平均満潮位に既往の潮位偏差の最大値を加算し、当該満潮 位の

時に当該潮位偏差及び設計波が発生する可能性を考慮して、当該潮位
偏差の最大値の範囲内において必要な補正を行った潮位

ハ 朔望平均満潮位に台風その他の異常な気象又はこれに伴う海象に関す
る記録に基づき推算した潮位偏差の最大値を加算し、当該満潮位の時
に当該潮位偏差及び設計波が発生する可能性を考慮して、当該潮位偏
差の最大値の範囲内において必要な補正を行った潮位

二設計波
海岸保全施設の設計を行うため、長期間の観測記録に基づく最大の波浪

又は台風その他の異常な気象若しくはこれに伴う海象に関する記録に照ら
して発生するものと予想される最大の波浪を考慮し、当該海岸保全施設に
到達するおそれが多い波浪として、海岸管理者が定めるものをいう。

■海岸保全施設の技術上の基準を定める省令（令和3年7月 一部改正）

赤字：追記内容
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1. 海岸保全基本計画を変更する背景

 気候変動によって、21世紀末の日本は、20世紀末と比べて、平均気温、海面水温、海面水位の上昇、
台風の強大化などが想定されている。

2）気候変動により将来想定される事象

出典：日本の気候変動2025 -大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書- 概要版 2025年3月 文部科学省 気象庁 5



1. 海岸保全基本計画を変更する背景

 気候変動による自然現象の変化によって、海岸では、台風等による潮位偏差や波高の増大、平均海面
水位上昇による津波高の増大、砂浜の減少によって、高潮・高波・津波等による被災リスクの増大が
懸念されている。

 そのため、気候変動の影響による平均海面水位の上昇等の外力の変化に対応していく必要がある。

3）気候変動によって海岸で想定される被災リスク

気候変動によって想定される変化

海岸では・・・

内陸部では・・・

温室効果ガスの増加温室効果ガスの増加

気温海水温の上昇気温海水温の上昇

【河川域・山間部】
集中豪雨の増加等
（降雨量が増える）

土砂災害、洪水等による被災リス
クが増大する可能性がある。

【海岸域】
①台風等による潮位偏差の増大（潮位が上がる）
②台風等による波高の増大（波が高くなる）
③津波高の増大（津波の高さが高くなる）
④汀線の後退(砂浜が減少する)

高潮・高波・津波等による被災リスクが増大する可能性があ
る。

1. 平均海面水位上昇
2. 台風の強大化
1. 平均海面水位上昇
2. 台風の強大化

潮位偏差の
長期変化量

計画高潮位（現在）

計画高潮位
（変化後）

※気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言【概要】に一部加筆（https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hozen/gaiyou.pdf）

※高潮・高波の外力変化のイメージを示す。
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1. 海岸保全基本計画を変更する背景

 福井県では、海岸保全基本計画の変更に向けた検討をR6年度より進めており、R7年度から福井県 海
岸保全基本計画検討委員会を立ち上げ。計3回開催し、本年度末に海岸保全基本計画を変更する予定。

 隣府県（京都府・石川県）においても、技術検討会や検討委員会を立ち上げて検討を進めている。

4）福井県、隣府県の検討状況

検討項目技術相談・検討委員会・技術検討会開催月

・気候変動の影響を踏まえた計画外力、防護水準
・海岸保全基本計画の変更方針

第1回 福井県 海岸保全基本計画検討委員会令和7年7月

福
井
県

・海岸保全基本計画（素案）第2回 福井県 海岸保全基本計画検討委員会
令和7年9月

（予定）

・海岸保全基本計画（案）第3回 福井県 海岸保全基本計画検討委員会
令和7年11月

（予定）

・気候変動の影響を踏まえた計画外力第1回 丹後沿岸海岸保全基本計画技術検討会令和6年1月京
都
府

・気候変動の影響を踏まえた計画外力
・気候変動の影響を踏まえた防護水準（代表2海岸）

第2回 丹後沿岸海岸保全基本計画技術検討会令和7年3月

・海岸保全基本計画の見直し方針第1回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会令和5年6月

石
川
県

・気候変動の影響を踏まえた計画外力第2回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会令和5年9月

・気候変動の影響を踏まえた防護水準（現況施設への影響・整備
目標年次）

第3回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会令和6年8月

・海岸保全基本計画の変更方針第4回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会令和7年5月

・海岸保全基本計画（変更案）第5回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会
令和7年
（予定）

※隣府県については、公開資料から把握できる内容を記載

■福井県および隣府県の海岸保全基本計画の変更の検討
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2.海岸保全基本計画とは
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2. 海岸保全基本計画とは

 戦後、海岸災害が頻発。昭和31年に防護を目標とした海岸保全を推進するため、海岸法が制定された。

 その後、防護・環境・利用の調和がとれた総合的な海岸保全を推進するため、平成11年に海岸法の一
部が改正され、都道府県において「海岸保全基本計画」を策定することが定められた。

 東日本大震災の発生、南海トラフ地震などの切迫性、インフラ施設の老朽化を踏まえ、平成26年に海
岸法の一部が改正され、防災・減災対策、施設の維持管理等が海岸保全基本計画に盛り込まれた。

1）海岸保全基本計画の策定経緯

昭和31年 平成11年 平成26年 令和2年

海岸法の制定 海岸法の一部改正 海岸法の一部改正 海岸保全基本方針の一部変更

【制定の目的】
・台風による高潮や大地震による

津波から海岸背後の人命・資産
を守る

【改正の要点】
・防護・環境・利用の調和がとれた

総合的な海岸管理制度の創設

・海岸保全基本方針、海岸保全基
本計画策定の位置づけ

【改正の要点】
・海岸管理における防災・減災対策

の推進
・施設の維持管理、修繕等

【変更の要点】
・海岸保全を過去のデータに基づき

つつ、気候変動による影響を明示
的に考慮した対策へ転換

・「設計高潮位」、「設計波」について
、気候変動を考慮するように省令
を改正

・海岸侵食の進行
・海岸環境への関心の高まり
・海洋レクリエーション需要の増大

・東日本大震災
・南海トラフ地震等の切迫性
・インフラ施設の老朽化

・気候変動を踏まえた海岸保全のあり方提言
・海岸保全基本方針の一部変更
・海岸保全施設の技術上の基準を定める省令の一部改正

防護

防護

環境利用

緑の防潮堤のイメージ

出典：国土交通省HP

将来予測

・上昇する
平均

海面水位

・極値は上がる
高潮時の
潮位偏差

・波高の平均は下がるが極値
は上がる

・波向きが変わる
波浪

・砂浜の6割～8割が消失海岸侵食

気候変動影響の将来予測

出典：気候変動を踏まえた海岸保全のあり方提言
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2. 海岸保全基本計画とは

〇海岸管理のための計画制度

防護・環境・利用の調和した海岸の保全に関する基本的な方針を明らかにするとともに、地域の意向等を
反映させるため、海岸保全基本方針を国が、海岸保全基本計画を都道府県知事が策定することとし、総合
的な海岸の保全を計画的に推進する。

海岸保全基本方針 （海岸法第２条の２_策定主体：国）
●海岸の保全に関する基本的な方針

・「防護」、「環境整備」、「公衆の適正な利用」
●海岸保全基本計画の作成に関する基本的な事項 等

海岸保全基本計画 （海岸法第２条の３_策定主体：都道府県）
●海岸の保全に関する基本的な事項
●海岸の防護の目標に関する事項 等

〇福井県における海岸保全基本計画

福井県では、「加越沿岸」と「若狭湾沿岸」の２つの海岸保全基本計画を策定

・平成14年6月 策定
・平成28年3月 変更（海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項の追加）

2）計画制度

 国が海岸保全基本基本方針を、都道府県知事が海岸保全基本計画を策定し、総合的な海岸の保全を計
画的に推進する。

 福井県では平成14年6月に海岸保全基本計画を策定し、平成28年3月に変更を行っている。
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3.福井県の海岸保全基本計画の概要
～現行計画の概要とこれまでの取り組み～
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3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■基本理念

福井県では、安全で自然豊かな親しまれる海岸を次世代に継承していくことを目指して、今後の海岸保全においては、「残
された福井の豊かな自然環境を守る」とともに、「防護の必要な海岸は、地域の利用を踏まえ、自然環境と調和した海岸の
保全に努める」ことを基本的な理念とする。

沿岸位置図

加越沿岸
（L=74km）

若狭湾沿岸
（L=338km）

石川県境

京都府境

越前岬

■海岸保全の方向

個性ある景色と多様な生態系をはぐくむ加越沿岸の保全・再生と地域
の文化を継承した新たな交流と活力を培う海岸づくり

〇岩礁海岸の保全、砂浜の保全・回復によって安全で豊かな海岸づ
くりを目指す。

〇貴重な自然や景観、地域ではぐくまれる文化を財産として、その
保全に取り組む。

加越沿岸

魅力あふれる豊かな自然環境の保全、安全で親しみのある海岸環境
の創出と次世代に向けた新たな交流、地域の文化の継承・発展に寄与
する海岸づくり

〇砂浜の保全・回復、越波・越流対策等必要な防護機能を高め、安
全で快適な海岸づくりを目指す。

〇海岸環境を今後とも維持していくとともに、地域と連携した取り組み
により親しみのある海岸づくりを目指す。

若狭湾沿岸

1）沿岸区分、基本理念、海岸保全の方向

 福井県の沿岸は、石川県境から越前岬までの加越沿岸(延長74km)と、越前岬から京都府境までの若狭
湾沿岸(延長338km)の2沿岸に区分される。

 国が策定した「海岸保全基本方針」に基づき、安全で自然豊かな親しまれる海岸を次世代に継承して
いくことを目的に「海岸保全基本計画」を策定し、防護のための海岸保全施設整備、海岸環境の保全、
海岸利用に配慮した総合的な海岸保全を推進している。
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防護面の現況

3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■越波対策として護岸や消波工を整備

■侵食対策として護岸や離岸堤を整備

■冬季風浪等により越波や砂浜の侵食が発生

 福井県の海岸では、侵食や越波による被害を防ぐため海岸保全施設の整備を進めてきており、概ね整
備が完了した。一方で施設の老朽化が進んでおり、長寿命化計画に基づく維持管理が必要である。

2）現況（防護面）

13

■冬季風浪等により離岸堤の沈下等の老朽化が進行

常宮海岸縄間地区 和田港海岸 越前海岸厨地区

美浜海岸竹波地区浜住海岸_離岸堤

浜住海岸_離岸堤



環境面の現況

3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■貴重な植生や鳥類が多く分布 ■きれいな海と砂浜などの良好な
海岸景観

■海岸漂着物や不法投棄による海岸環
境への影響の懸念

 福井県の海岸では、自然が多く残されており、これらの保全が望まれている。

 冬季の季節風や海流の影響、河川を通じて流れ着く生活ごみなどにより、多くのごみが海岸に漂着し、
景観、観光、漁業等に大きな影響を及ぼしている。

2）現況（環境面）

14

コアジサシ 水島周辺

ハマヒルガオ群落
三里浜

大島海岸

鮎川海岸気比の松原



利用面の現況

3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■景勝地や海水浴場などが多く、祭りや花火大会などのイベント
も開催され、県内外から多くの人が訪れている

■利用のための調整

 福井県の海岸では、多様な海岸利用が進み、利用のための調整が必要な箇所がある。

2）現況（利用面）
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水晶浜（竹波地区）

東尋坊

和田海水浴場

三国花火大会

敦賀花火大会



3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■防護すべき地域
・福井県の海岸において、侵食、越波、浸水等の危険性のある海岸を防護の対象区域として設定

■防護水準
・（越波・浸水被害の防護）冬季風浪や台風、低気圧等により想定される越波、浸水の被害に対して、集落や農地、道路等の背後地利

用や、漁港、港湾等の海岸利用など、海岸部の土地利用等の状況に応じて背後地を適切に防護
・（砂浜の保全・回復）砂浜の侵食が進行している海岸においては、現状の砂浜を保全することを基本的な目標とするが、砂浜は、越

波や浸水の被害を防止する効果を有していることから、必要に応じて砂浜の回復を図る
・（海岸保全施設の整備）海岸保全施設については、侵食、越波、浸水等による被害状況および海岸域の整備計画の熟度に応じて適切

に整備を進める

■海岸防護の目標

■海岸の防護に関する施策

・海岸保全施設による越波・越流に対する防護効果
の向上

・砂浜の持つ自然の防災機能の活用
・防災・避難体制の整備

1. 低地における越波・越
流対策

・侵食が見られる海岸の砂浜の保全・回復の推進
・土砂を総合的に管理する取組みの推進

2. 海岸侵食への対応

・周辺海岸および周辺施設に配慮した海岸保全施設
の整備

3. 周辺海岸及び周辺施
設への配慮

・海岸保全施設の適切な維持管理による既存施設
の耐久性の向上および機能の維持

4. 海岸保全施設の機能
維持

・侵食や越波・越流がある海岸でも海岸保全対策の
基礎資料となるデータの収集の推進

5. 侵食や越波・越流の
把握

○低地における越波・越流対策

○海岸侵食への対応

糠漁港海岸

 海岸保全基本計画では海岸防護の目標および、海岸の防護に関する施策を定め、海岸保全に取り組ん
でいる。

3）海岸防護の目標と防護に関する施策
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3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

■環境の保全に関する施策

・海岸域における貴重種を含む植物群落等の生育環境への
配慮

・海岸域における貴重種を含む動物の生息環境への配慮
・海岸域における藻場の保全と藻の育成環境への配慮

1. 生物の生育および生息
環境への配慮

・岩礁、断崖等の良好な自然景観への配慮
・砂浜と海岸林が一体となった自然景観への配慮

2. 良好な海岸景観の保全

・自然環境に対する人為的な影響（車両の乗入れやごみの
散乱、不法投棄等）を緩和

・油流出事故等に対する適切な対応
・豊かな自然環境を形成している海岸の環境教育への活用

3. 自然環境に対する人為
的影響の緩和

・水質・底質環境の悪化した海域に対しての適切な対応と良
好な水質・底質環境の保全

4. 海域の水質・底質環境の
保全

・砂浜の持つ多様な機能の保全・回復
5. 砂浜の持つ多様な機能

の保全・回復

○良好な海岸景観の保全

ハマヒルガオ群落
三里浜

・まちづくりの動向を踏まえた海岸保全施設整備の推進1. 周囲と調和した海岸の整備

・水際線や前浜へのアクセスの向上の推進
・多様な海岸利用への配慮
・快適な海岸利用に資する利便施設の整備の推進
・多様化した海岸利用の調整と利用マナーの向上
・バリアフリー化の推進による高齢者、障害者等への配慮
・海岸に関する情報の発信

2. 海辺における快適性および
利便性の向上

・海岸の利用や地域活動を通じた、海岸愛護思想の普及3. 海岸愛護思想の普及

■海岸における公衆の適正な利用に関する施策

ハマハタザオ群落
三里浜

○海岸における公衆の適正な利用

和田海水浴場

 防護の他、環境の保全、海岸における公衆の適正な利用に関する施策についても定め、海岸保全に取
り組んでいる。

4）環境・利用に関する施策

○生物の生育、生息環境への配慮
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3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

・海岸の監視及び点検を行い、背後地の安全と快適な海岸利用を確保
・海岸における規制措置により海岸の保全を図る
・海岸管理者以外の者が管理する海岸保全施設を適切に監督
・市町村長による海岸の管理
・災害への対応の強化と安全の確保

日常的な管理に関する事項

・ごみの不法投棄の防止
・漂着ごみに関するルールづくりや、国や県の事業の活用による適切な処理
・油流出事故については、関係機関と連携して、迅速な対応を図る
・関係機関と連携した、景観および貴重な生物の維持

環境問題への対応に関する事項

・マナー向上のための啓発活動
・海岸愛護活動の普及

啓発活動に関する事項

■海岸の環境保全など管理に関する事項

■海岸保全基本計画の実施時に配慮すべき事項

・海岸の行政に関係する機関との連携を強化し、海岸保全基本計画を推進
・地域住民や利用者、市町村および県がそれぞれの立場で協力し施策を実施
・海岸の実態の的確な把握に努め、新たな技術の活用を図る

・海岸保全施設の整備にあたっては、長期的にみても影響が生じないように整
備計画を検討

・海岸保全施設の整備にあたっては、整備計画が十分な効果をもったものであ
るかを検討

・必要に応じて計画を柔軟に見直し

計画実施時に配慮すべき事項

 海岸の「防護・環境・利用」に関する施策を実現するため、海岸の環境保全など管理に関する事項、
計画実施時に配慮すべき事項を定め、海岸保全に取り組んでいる。

5）環境保全など管理に関する事項等
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3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

 福井海岸浜住地区では、機能低下した離岸堤の補修および洗堀防止対策を実施し、防護機能の回復を
行い、地域の安全性の向上を図っている。

6）海岸保全の取り組み事例

全景写真

・箇所 ：福井市浜住町～免鳥町
・主要構造物：消波ブロック、被覆ブロック
・事業期間 ：令和4年～令和9年

事業概要図

■事業の目的

当該箇所の離岸堤は台風や冬季風浪による消波ブロックの沈下が著しく、局所的な汀線の後退や浜崖が発生しているとともに、県内有
数の海水浴場としての利用にも支障が生じている。このため、機能低下した離岸堤の補修および洗堀防止対策を実施し、防護機能の回復
を行うことにより、地域の安全性の向上を図っている。

■事業概要 ■工事の状況

令和4年 測量、設計

令和5年
消波ブロック、被覆ブロック製作

令和6、7年
浚渫、アスファルトマット製作・据付、被覆ブロック据付

8号離岸堤 9号離岸堤 10号離岸堤

浜崖

9号離岸堤
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3. 福井県の海岸保全基本計画の概要

 敦賀港海岸常宮地区では、冬季風浪時の越波による通行止めや住宅の被害が生じていることから、海
岸保全施設を整備し、被害の軽減を図っている。

6）海岸保全の取り組み事例

・離岸堤、護岸

位置図

■事業の目的

縄間地区は海岸線に沿って一般県道竹波立石縄間線があり、住宅が密集している。冬季風浪時の越波による通行止めや住宅の被害が生
じていることから、海岸保全施設を整備し、被害の軽減を図っている。

■事業概要

詳細図

■工事の状況

1号離岸堤（昭和58年完成）護岸（昭和61年完成）離岸堤断面図

護岸断面図 2号離岸堤（昭和61年完成） 3号離岸堤（令和3年完成）

4号離岸堤施工状況（令和6年）
お絵描き体験（令和2年）

2号離岸堤
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

21
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
1）現行の計画外力（高潮）

 計画高潮位、計画波浪は所管毎、海岸毎に設定している。

 大部分の海岸では、計画高潮位を舞鶴検潮所におけるジェーン台風時(1950.9.3)の既往最高潮位
(T.P.+1.10m)をもとに設定している。

 計画波浪は再現確率を1/30年、1/50年規模として設定している。

※朔望平均満潮位、計画高潮位の出典： 各海岸の海岸保全区域台帳、 長寿命化計画
計画波浪の出典： 各海岸の長寿命化計画、海岸保全施設設計資料等

再現確率 沖波波高 周期

水管理・国土保全局 T.P.+0.36～0.53m T.P.+0.90～1.15m 1/50年 9.00m 13.0～13.1s

港湾局 T.P.+0.51m T.P.+1.11m 1/50年 9.80m 12.9s

水産庁 T.P.+0.532m T.P.+1.132m 1/30年 9.56～9.75m 13.5～13.6s

農村振興局 T.P.+0.41～0.50m T.P.+1.00～1.31m - 8.69m 11.7s

水管理・国土保全局 T.P.+0.482～0.60m T.P.+0.90～1.15m 1/30年、1/50年 7.68～9.58m 11.3～13.5s

港湾局 T.P.+0.42～0.50m T.P.+1.05～1.10m 1/50年 6.66～8.29m 12.0～12.6s

水産庁 T.P.+0.50～0.60m T.P.+1.000～1.132m 1/30年 6.95～9.73m 11.6～13.6s

農村振興局 T.P.+0.49～0.70m T.P.+1.00～1.51m 1/30年 1.69～8.49m 3.4～11.7s

計画波浪

若狭湾沿岸

朔望平均満潮位

（H.W.L）

計画高潮位

（H.H.W.L）
所管沿岸

加越沿岸
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 「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方提言 令和2年7月」をもとに、気候変動後の計画外力の検討
方針を設定。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

本検討における外力設定に関する基本的な考え方「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方提言 令和2年7月」 本文の抜粋内容項 目

・RCP2.6(2℃上昇相当)を基本とする。

・「日本の気候変動2025」等で想定されている21

世紀末（2100年）での海面水位、潮位偏差等を

検討する。

気候変動を踏まえた海岸保全の基本的な方針（本文P12,4.）

海岸保全の目標は、２℃上昇相当（RCP2.6）を前提としつつ、広域的・総合的な

視点からの取組は、平均海面水位が2100 年に１m 程度上昇する予測（４℃上

昇相当（RCP8.5））も考慮し、長期的視点から関連する分野とも連携することが

重要である。

気候変動ｼﾅﾘｵ

(海岸保全の目標)

検討の時点

・最新の朔望平均満潮位（近5ヵ年の平均値等）

に、21世紀末（2100年）に予測される平均海面

水位の上昇量を加える。

高潮対策・津波対策（本文P15,（1））

平均海面水位は徐々に上昇し、その影響は継続して作用し、計画高潮位にも

設計津波の水位にも影響する。長期的に、平均海面水位は上昇し、数百年単

位で元に戻ることがないと予測されることから、ハード対策とソフト対策を組み

合わせ、今後整備・更新していく海岸保全施設（堤防、護岸、離岸堤等）につい

ては、手戻りのないように整備・更新時点における最新の朔望平均満潮位に、

施設の耐用年数の間に将来的に予測される平均海面水位の上昇量を加味す

るべきである。

海面水位

(朔望平均満潮位)

・気候変動の影響を考慮した大規模アンサンブ

ル気候予測データベース（d4PDF等）を活用して、

将来的に予測される変動量を推算する。

※現行計画の水準（安全度）を下回らないよう留

意する。

高潮対策・津波対策（本文P15,（1））

潮位偏差や高波は、台風や低気圧が発生した場合に顕著に影響が現れるため

いつ想定した極値が生起するかはわからない。また、現時点では、将来の潮位

偏差や波浪の長期変化量の予測は平均海面水位の上昇量に比べて不確実性

が高いが施設設計への影響は大きい。今後、研究成果の蓄積を踏まえ、最新

の研究成果やd4PDF 等による気候予測結果を活用し、将来的に予測される潮

位偏差や波浪を推算し対策を検討すべきである。

潮位偏差

(計画高潮位)

波浪

（計画波浪）

・21世紀末（2100年）に予測される平均海面水位

の上昇量を考慮して設定する。

※一部の漁港を除いて設計津波水位は設定さ

れていない。

設計津波水位

出典：気候変動を踏まえた海岸保全のあり方提言 令和2年7月 気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会

2）計画外力の検討方針
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

 2℃上昇シナリオの2100年時点における計画外力（計画高潮位、計画波浪）を以下のとおり設定。

3）計画外力の検討結果（計画高潮位、計画波浪）

検討結果検討方法考え方項目

上昇量：0.31m・「日本の気候変動2025」の予測値をもとに設定現在（2023年）から2100年までの海面水位
上昇量を設定

海面水位
上昇量

加越沿岸 ：T.P.+0.91m(三国験潮場)
若狭湾沿岸：T.P.+0.86m(舞鶴検潮所)

・近5ヵ年（2019年～2023年）の朔望平均満潮位
の平均値に、上記の海面上昇量を加算

最新の朔望平均満潮位に海面上昇量を加算①朔望平均
満潮位

加越沿岸 ：0.75m（1.14倍）
若狭湾沿岸：0.62m（1.08倍）

・台風・低気圧等を対象にした、三国験潮場、舞
鶴検潮所の潮位偏差の推定式を構築し、現在
と将来における変化比を算定

・既往最大の潮位偏差に将来の変化比を乗じて
設定

※三国験潮場の既往最大潮位偏差は0.66m(2016年1月20日の
日本海低気圧)、舞鶴検潮所は0.57m（1972年台風20号）

舞鶴検潮所の既往最大の潮位偏差と同じ再
現期間（約90年）となる潮位偏差を設定
※三国験潮場は統計期間が短いため、参考扱い

②潮位偏差

加越沿岸 ：T.P.+1.66m
若狭湾沿岸：T.P.+1.48m

・同左朔望平均満潮位に潮位偏差を加算計画高潮位
（①+②）

30年確率波高
加越沿岸 ：9.96～10.34m（1.06倍）
若狭湾沿岸 ：7.37～10.15m（1.06倍）
50年確率波高
加越沿岸 ：10.48～10.84m（1.06倍）
若狭湾沿岸： 8.12～10.64m（1.07倍）

・潮位偏差と同様に、沖波推算地点の波高の推
定式を構築し、現在と将来における変化比を算
定

・現行計画の波高に将来の変化比を乗じて設定

現行計画と同じ再現期間（30年、50年）となる
波高を設定

計画波浪

■2100年時点の計画外力（計画高潮位、計画波浪）の検討結果
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舞鶴検潮所

三国験潮場

4）朔望平均満潮位

 舞鶴検潮所、三国験潮場の潮位記録をもとに、期間別の5ヵ年における朔望平均満潮位を算出した結
果、朔望平均満潮位は上昇傾向にあることから、最新5ヵ年(2019年～2023年)の平均値である
T.P.+0.55m、T.P.+0.60mを朔望平均満潮位として設定する。

舞鶴検潮所： 潮汐概況（気象庁）をもとに作成
三国験潮場： 三国験潮場の観測データをもとに作成※

254. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

5ヵ年平均値※

観測所
2019年～2023年2014年～2018年2009年～2013年2004年～2008年

T.P.＋0.55mT.P.＋0.52mT.P.＋0.50mT.P.＋0.47m舞鶴検潮所

T.P.＋0.60mT.P.＋0.54mT.P.＋0.54mT.P.＋0.57m三国験潮所

※ 5ヵ年平均値は、表記5年間の平均値

各観測所における朔望平均満潮位の推移

※朔望前2日～後4日に観測された最大潮位を朔望満潮位とし
て整理し、年毎に平均して朔望平均満潮位を算定

三国

舞鶴

上昇傾向

25



日本沿岸の平均海面上昇量
20世紀末（1986～2005年の平均） ～ 21世紀末（2081～2100年の平均）

シナリオ
日本沿岸平均

[2081～2100年]

領域Ⅳ
（北陸地方から九州地

方の
東シナ海側沿岸）

領域Ⅲ
（近畿～九州地方の

太平洋側沿岸）

領域Ⅱ
（関東・東海地方の沿

岸）

領域Ⅰ
（北海道・東北地方の

沿岸）

0.40m
（0.30～0.55m）

0.40m
（0.31～0.56m）

0.39m
（0.29～0.55m）

0.40
（0.30～0.56m）

0.40m
（0.30～0.55m）

2℃上昇シナリオ

0.68m
（0.56～0.88m）

0.69m
（0.57～0.89m）

0.67m
（0.55～0.87m）

0.68m
（0.56～0.88m）

0.67m
（0.55～0.87m）

4℃上昇シナリオ

5）平均海面水位上昇量の検討結果

 20世紀末(1986～2005年の平均)から21世紀末(2081～2100年の平均)までの平均海面水位の上昇量は、
「日本の気候変動2025」に示される予測結果を採用することとし、福井県が位置する領域Ⅳの平均値
0.40m(RCP2.6)を設定する。

福井県
(0.40m)

21世紀末における日本沿岸の領域Ⅰ～Ⅳ及び日本沿岸平均の海面水位
の20世紀末からの上昇幅(m)

264. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

出典：日本の気候変動2025-大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書- 詳細版（2025年3月、文部科学省 気象庁）」p211

出典：日本の気候変動2025-大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書- 詳細版（2025年3月、文部科学省 気象庁）」p206、p210 26
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5）平均海面水位上昇量の検討結果

 将来想定される平均海面水位の上昇量は2023年を起点とし、2100年までの上昇量+0.31mを設定する。

 2100年時点の舞鶴検潮所の朔望平均満潮位は、最新5ヵ年(2019～2023年)の平均値であるT.P.+0.55m
に平均海面水位の上昇量+0.31mを加えたT.P.+0.86mを設定する。三国験潮場においても同様に考え、
T.P.+0.91mを設定する。

日本沿岸の平均海面上昇量
20世紀末（1986～2005年の平均） ～ 21世紀末（2081～2100年の平均）

シナリオ
日本沿岸平均

[2081～2100年]

領域Ⅳ
（北陸地方から九州地

方の
東シナ海側沿岸）

領域Ⅲ
（近畿～九州地方の

太平洋側沿岸）

領域Ⅱ
（関東・東海地方の沿

岸）

領域Ⅰ
（北海道・東北地方の

沿岸）

0.39m
（0.23～0.55m）

0.40m
（0.23～0.55m）

0.39m
（0.22～0.56m）

0.38m
（0.21～0.55m）

0.38m
（0.22～0.55m）

2℃上昇シナリオ
(RCP2.6)

水位
上昇量
0.31m※

95年間

水位上昇量/年
0.004m/年

2℃上昇シナリオ
(RCP2.6/SSP1-2.6)

平均海面水位
(21世紀末：2100年)

平均海面水位
(20世紀末：2005年)

海面水位
(現在：2023年)

水位

上昇量
0.40m

77年間

本検討の海面上昇量の
設定値

1年間

※0.004m/年×77年＝0.308m⇒0.31m

海面上昇量の模式図海面上昇量の模式図

T.P.+0.86m

2100年
（21世紀末）

T.P.+0.55m
(舞鶴、2019～2023年)

T.P.+0.52m(舞鶴、2014～2018年)
T.P.+0.50m(舞鶴、2009～2013年)
T.P.+0.47m(舞鶴、2004～2008年)

+0.31m
2023年から2100年まで
の海面上昇量予測

274. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

出典：日本の気候変動2025-大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書- 詳細版（2025年3月、文部科学省 気象庁）」p211 27



6）これまでに発生した顕著な高潮・高波の状況

 福井県沿岸の潮位記録（敦賀港、福井港、三国）及び波浪記録（敦賀港、福井、福井港）をもとに、
高潮および高波の発生要因を整理した結果、低気圧や冬型の気圧配置が要因の大部分を占める。

出典：福井県提供資料に加筆
※閾値は、以下のように設定されている。

・閾値(潮位偏差) 敦賀港、福井港：0.3m、三国※：0.5m（※台風起因の事象は0.4m以上を記載）
・閾値(波高) 敦賀港、福井、福井港：0.5m（ただし、全国港湾海洋波浪観測年報の⾼波⼀覧表に掲載されている値については記載）

顕著な高潮・高波(いずれかの観測所で閾値※を超える潮位偏差、波高を観測)が発生した気象現象

上位15位
上位5位

台風が発生要因
台風以外（低気圧等）

が発生要因
観測期間外

閾値未満

赤字

－

三国
(国土地理院)

福井・福井港
(港湾局)

敦賀港
(港湾局)

次頁以降の三国験潮場の潮位偏差は、三国験潮場の観測潮位と気象庁の天文潮位（2011年～）から算定した値を示す

最大潮位偏差 [m] 最大有義波高 [m]

2009/03/07, 03/08 二つ玉低気圧 - 0.55 - -

2009/03/23, 03/24 低気圧 - 0.56 - -

2010/12/03 日本海低気圧・冬型気圧配置 - - 4.64 6.15

2010/12/25 冬型気圧配置 - - 6.56

2012/03/12 日本海低気圧 - 0.30 5.19 6.17

2012/04/04 日本海低気圧（爆弾低気圧） 0.34 0.52 5.80 8.83

2012/12/06-12/08 冬型気圧配置 0.31 0.36 4.83 6.84

2013/01/25, 01/26 日本海低気圧 0.37 0.42 5.65 6.67

2013/09/16 2013年18号台風 - - 3.79 4.79

2013/09/26 2013年20号台風 - - 1.99 -

2013/10/16 2013年26号台風 - - 2.66 4.01

2013/10/26 2013年27号台風 - - 2.3 -

2014/10/04-10/06 2014年18号台風 - - 1.85 3.44

2014/10/14 2014年19号台風 - - - 4.53

2014/11/13 冬型気圧配置 - 0.31 5.08 5.87

2014/12/02 冬型気圧配置 - 0.39 5.42 7.33

2014/12/17 冬型気圧配置（爆弾低気圧） - 0.53 5.90 7.17

2015/03/10 冬型気圧配置 - - 4.71 6.51

2015/12/04 冬型気圧配置 - 0.33 4.33 6.95

2016/01/19, 01/20 日本海低気圧（爆弾低気圧） - 0.66 5.38 7.10

2017/01/20, 01/21 冬型気圧配置 0.45 0.40 4.75 6.49

2017/02/20, 02/21 冬型気圧配置 0.45 0.41 4.28 5.15

2017/10/23 2017年21号台風 - 0.33 3.22 5.80

2017/12/11, 12/12 冬型気圧配置 - - 4.74 6.08

2018/01/09 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） - - 4.57 6.56

2018/01/23 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） 0.30 0.30 5.21 6.32

2018/09/04 2018年21号台風 0.31 0.4 - -

2018/10/07 2018年25号台風 0.30 - 2.65 3.64

2019/3/21, 3/22 日本海低気圧 0.41 0.33 2.26 3.14

2019/09/23 2019年17号台風 - - 3.46 4.02

2019/10/04 2019年18号台風 0.35 0.38 3.9 4.96

2019/10/12, 10/13 2019年19号台風 - - 3.15 5.55

2019/12/12 日本海低気圧 - - 4.08 5.00

2020/01/08, 01/09 日本海低気圧（爆弾低気圧） 0.50 0.60 5.93 6.99

2020/02/17, 02/18 二つ玉低気圧 0.42 0.43 3.49 4.77

2020/09/03 2020年09号台風 0.32 0.41 - -

2020/12/30, 12/31 冬型気圧配置 0.37 0.51 4.19 6.08

2021/01/07 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） - 0.44 5.93 7.25

2021/01/29 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） 0.41 0.57 5.07 6.90

2021/02/15-02/18 冬型気圧配置 0.45 0.53 4.35 5.50

2021/08/09 2021年09号台風 0.31 0.44 2.79 5.15

2021/12/17 冬型気圧配置 0.35 0.37 3.99 6.06

2022/01/12 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） - 0.39 4.36 6.71

2022/02/16, 02/17 二つ玉低気圧 0.40 0.45 3.6 4.81

2022/09/06 2022年11号台風 - 0.38 - -

2022/09/20 2022年14号台風 - - 5.20 5.60

2022/12/14 冬型気圧配置 0.34 0.44 5.71 6.71

2022/12/23, 12/24 二つ玉低気圧（爆弾低気圧） 0.45 0.51 4.66 5.76

2023/01/24 冬型気圧配置 0.37 0.44

日付 気象現象 敦賀港
(港湾局）

福井港
(港湾局）

三国
（国土地理院）

敦賀港
(港湾局）

福井
(港湾局）

福井港
(港湾局）

最大潮位偏差 [m] 最大有義波高 [m]

1968/10/25-10/27 低気圧 0.55

1969/05/26 低気圧 0.66

1971/09/26, 09/27 1971年29号台風 0.42

1972/09/17 1972年20号台風 0.44

1976/10/29 二つ玉低気圧 0.41 - 0.56

1980/10/26, 10/27 低気圧 0.48 0.47 0.57 7.51

1980/12/04 低気圧 - - - 6.70

1980/12/13 低気圧 - 0.34 0.36 7.74

1981/1/2, 1/3 低気圧 0.31 0.35 0.39 6.75

1981/12/02 冬型気圧配置 - - - 7.79

1982/11/24 冬型気圧配置 - - - 6.72

1984/08/22, 08/23 1984年10号台風 - - 0.51 -

1986/08/29 1986年13号台風 0.32 0.32 0.60 -

1987/03/25 低気圧 - - 0.36 6.05

1988/01/09 冬型気圧配置 - - - 6.19

1988/02/02 低気圧 - - - 6.97

1988/12/15 低気圧 - - - 6.07

1990/11/10 冬型気圧配置 - - - 6.73

1990/11/30-12/02 1990年28号台風 - - - 5.52

1990/12/27 低気圧 0.40 0.45 0.52 7.22

1991/02/16, 02/17 低気圧 0.32 0.38 0.53

1991/09/28 1991年19号台風・低気圧 - - - 4.99

1991/12/28 二つ玉低気圧・冬型気圧配置 0.34 0.35 0.39 6.20

1993/02/23 低気圧・冬型気圧配置 - 0.37 0.35 6.29

1993/08/11 1993年07号台風 - - - 3.5

1993/09/04 1993年13号台風 - - - 3.75

1993/12/23 冬型気圧配置 - - - 6.47

1995/11/08 冬型気圧配置 - - - 6.55

1996/02/06 二つ玉低気圧 - - - 6.11

1996/12/01 冬型気圧配置 - - 0.39 7.79

1997/01/02 二つ玉低気圧・冬型気圧配置 0.31 - - 6.69

1997/01/06 二つ玉低気圧・冬型気圧配置 - - - 6.38

1997/12/10 気圧の谷・冬型気圧配置 - - - 6.03

1998/09/17 1998年05号台風 - - 0.46 4.22

1998/09/22 1998年07号台風 0.46 - 0.33 -

1999/03/22 冬型気圧配置 - - - 6.06

2000/02/08 二つ玉低気圧 0.42 0.36 0.40 6.83

2002/09/01 2002年15号台風 - 0.41

2004/08/19, 08/20 2004年15号台風 0.32 0.46

2004/09/08, 09/09 2004年18号台風 - 0.43

2005/12/05, 12/06 冬型気圧配置 0.38 0.55 - 6.81

2005/12/22 冬型気圧配置（爆弾低気圧） - - - 7.00

2006/04/21 高気圧張り出し 0.34 0.61 - 5.09

2006/09/18 2006年13号台風 - - - 3.84

2007/01/07 冬型気圧配置（爆弾低気圧） 0.40 0.46 - 8.09

2007/02/15 冬型気圧配置 - 0.42 - 6.52

2007/03/12 冬型気圧配置 - 0.42 - 6.04

2008/02/24 冬型気圧配置 - 0.39 - 6.33

2009/02/17-02/23 低気圧 - 0.53 - -

日付 気象現象 敦賀港
(港湾局）

福井港
(港湾局）

三国
（国土地理院）

敦賀港
(港湾局）

福井
(港湾局）

福井港
(港湾局）

284. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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7）気候変動を踏まえた計画外力（高潮、高波）の検討方法（検討手法）

想定台風を対象とする方式であり、福井県
沿岸の高潮、高波特性には適していない。

不特定多数の台風や低気圧に適用が可能な方式であり、福井県沿
岸の高潮、高波の発生要因は低気圧や冬型の気圧配置が大部分
を占めることから、福井県沿岸に適している。

 福井県沿岸における高潮、高波の発生要因は低気圧や冬型の気圧配置が大部分を占めることから、想
定台風を対象とするA-1方式ではなく、不特定多数の台風や低気圧に適用が可能なB-1方式を採用する。

出典：「気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について（令和３年８月 ４省庁通知）」

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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7）気候変動を踏まえた計画外力（高潮、高波）の検討方法（検討フロー）

 福井県沿岸の地形特性や波浪特性(風向等)を考慮するため、潮位偏差および波浪を推定可能な推定式
を構築して、将来の外力変化量を推定する。

 本検討では、高潮・高波の発生要因が類似している石川県の検討方法に基づいて推定式を構築し、潮
位偏差・波浪の推定を実施する。

本検討（福井県沿岸）項目

JRA-3Q※1モデル格子データ
（計算格子間隔：約60km）

再現
データ

使用
データ d4PDFの全球モデル（GCM）

（計算格子間隔：約60km）

将来
予測

データ

重回帰分析による推定式
【概要】
以下の流れで将来予測を実施
① JRA-3Qを用いて重回帰分

析を行い、潮位偏差を推算
する推定式を構築

② 推定式にd4PDFの気圧、
風場を入力し、将来の時々
刻々の潮位偏差を推算

潮位
偏差推定

算定
手法

重回帰分析による推定式
（上記と同様の手法）

波浪

福井港波浪観測所の風データ抽出地点の配置例

表中の使用データは、推定式の説明変数に使用するデータを示す
※1気象庁第3次長期解析データ

分析対象地点の設定
(検潮所、波浪推算地点等)

気圧、風データ
抽出地点の設定

推定式の構築、検証
(JRA-3Qデータ)

将来気候における
潮位偏差、波浪の推定

（ｄ4PDFデータ)

極値統計解析
（バイアス補正)

変化率の算定

気候変動を踏まえた
計画外力の設定

(現行計画値※×変化率)
※潮位偏差については、現行計画値がない

ため、観測最大値を適用

使用データと推定算定手法検討フロー

風データ
抽出地点

分析対象
地点

304. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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7）気候変動を踏まえた計画外力（高潮、高波）の検討方法（分析対象地点の設定）

 潮位偏差の分析対象地点は、潮位観測所(舞鶴、三国)の2地点を設定する。

 波浪の分析対象地点は、波浪観測所(敦賀、福井)の2地点と、沖波推算地点16地点を設定する。

潮位偏差の分析対象地点 波浪の分析対象地点

潮位偏差の分析対象地点
●潮位観測所：2地点（舞鶴、三国）

波浪の分析対象地点
●波浪観測所 ：2地点(敦賀、福井)
●沖波推算地点：9地点（若狭）
●沖波推算地点：7地点（加越）

加越No.1 140

加越No.2 110 *

加越No.3 140

加越No.4 145

加越No.5 205

加越No.6 210

加越No.7 95 *

若狭No.1 90 *

若狭No.2 65 *

若狭No.3 50 *

若狭No.4 65 *

若狭No.5 70 *

若狭No.6 60 *

若狭No.7 55 *

若狭No.8 45 *

若狭No.9 65 *

備考

加越

若狭湾

沿岸 地点
水深
(m)

備考欄の※は相対水深が1/2より小さく、準沖波扱いとなることを示す

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

31



7）気候変動を踏まえた計画外力（高潮、高波）の検討方法（推定式）

 今回構築する推定式は、石川県で採用されている考え方等を踏まえ、以下に示す重回帰分析※を採用
する。

 説明変数は、d4PDFデータから抽出可能な気圧、風速とする。

 対象時刻の前の気象場による影響も考慮するため、「対象時刻」、「6時間前」、「12時間前」の時
間変化も考慮する。

ここで、各変数は下記のとおりである。
y：目的変数（有義波高、有義波周期、波向(X成分、Y成分)、潮位偏差）

α：係数
β：切片

i：説明変数の地点番号(i = 1,…,n)
n：説明変数の地点数
t：時間ステップ(t = 0:対象時刻、1：6時間前、2：12時間前)

𝑦 ൌ 𝛼௉ଵ଴∆𝑃ଵ଴ ൅ 𝛼ௐ௜௧𝑊௜௧ ൅ 𝛼ௐమ௜௧𝑊௜௧
ଶ ൅ 𝛼௑௜௧𝑋௜௧ ൅ 𝛼௒௜௧𝑌௜௧ ൅ 𝛽

■潮位偏差の推定式

∆𝑃ଵ଴ൌ 𝑃଴ െ 𝑃ଵ଴

𝑦 ൌ 𝛼ௐ௜௧𝑊௜௧ ൅ 𝛼ௐమ௜௧𝑊௜௧
ଶ ൅ 𝛼௑௜௧𝑋௜௧ ൅ 𝛼௒௜௧𝑌௜௧ ൅ 𝛽

■波浪の推定式
𝑖 ൌ 1,… ,𝑛
𝑡 ൌ 0,1,2

𝑖 ൌ 1,… ,𝑛
𝑡 ൌ 0,1,2

気圧項 風速項

風速項

定数項

定数項

※中園大介・黒部笙太・神保正暢・岩田敦行・岡嶋康子：石川海岸における気候変動に
よる外力変化量の推定，土木学会論文集，Vol.79，No.17，23-17068，2023.

ΔP：基準気圧 𝑃0 からの差分
P：気圧（対象地点(i=1)、対象時刻(t=0)のみ考慮）
U：X方向の風速
V：Y方向の風速

W：風速（= 𝑈ଶ ൅ 𝑉ଶ）
X：風向の東西成分（=U/W)
Y：風向の南北成分(=V/W）

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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7）気候変動を踏まえた計画外力（高潮、高波）の検討方法（使用データ）

 潮位偏差の推定式の目的変数は、観測データを用いることとする。

 沖波推算地点(波浪観測データが設置されていない箇所)も含めて推定式を構築することから、波浪の
推定式の目的変数は、波浪観測所の観測データと気象庁の沿岸波浪数値予報モデルGPV(CWM)の波浪
データを用いることとする。

 説明変数は、推定式構築では「JRA-3Qモデル格子データ」、将来予測では「d4PDF全球モデル」を用
いる。なお、d4PDF全球モデルの気圧、風データについては、バイアス補正を行わずに将来予測計算
に用いることとし、予測結果で極値統計解析を実施する際にバイアス補正を実施する。

目的変数
（波浪）

説明変数
（気圧・風）

説明変数
（気圧・風）

目的変数
（潮位偏差）

・三国験潮場の潮位偏差は、 三国験潮場の観測潮位と2011年以降に気象庁から公表されている天文潮位を用いて算定
・敦賀港波浪観測所では、2011年から観測方法が変更されており、データの均一性を確保するため2011年2月以降のデータを対象

カテゴリー 格子間隔
時間間隔

※(　)は予報値
メンバ数

(d4PDFのみ)

- 1時間
1969年1月～2023年12月
2011年1月～2023年12月

舞鶴
三国

- 1時間
2011年2月～2022年12月
2005年10月～2022年12月

敦賀港
福井港

約5km 6時間(1時間) 2007年6月～ - -

約60km 6時間 1947年～ - -

過去実験 1時間 1951年1月～2011年12月 61年 100

将来2度昇温実験 1時間 2031年1月～2091年12月 61年 54

将来4度昇温実験 1時間 2051年1月～2111年12月 61年 90

244

気象庁第3次長期解析(JRA-3Q)

データ・モデル 対象期間

地球温暖化対策に資す
るアンサンブル気候予報
データベース
(d4PDF)

将来予測

約60km

合計メンバ数

沿岸波浪数値予報モデル(CWM)

全球モデル
(CGM)

※日本周辺

推定式構築

潮位偏差観測データ（舞鶴、三国験潮場）

波浪観測データ（敦賀港、福井港波浪観測所）

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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8）将来の計画外力の設定に用いる安全度（再現期間）※潮位偏差

 舞鶴検潮所の観測データをもとに極値統計解析を実施し、観測以降の最大潮位偏差(1972年台風20号、
57cm)の再現期間を算定した結果、約90年(89年)となる。

超過確率観測以降最大潮位偏差
データ取得期間観測地点

再現期間確率分布事象発生日潮位偏差

89年Gumbel分布1972年台風20号1972年9月16日57cm1969年～2023年舞鶴検潮所

22年Weibull分布（k=2.0）日本海低気圧2016年1月20日66cm2011年～2023年※参考 三国験潮場 （国土地理院）

舞鶴検潮所、三国験潮場の観測以降の最大潮位偏差と再現期間

年最大潮位偏差の推移(舞鶴検潮所）舞鶴検潮所(Gumbel分布 N=55)

※参考 年最大潮位偏差の推移(三国験潮場）

三国験潮場（Weibull分布(k=2.0) N=13）

1

10

100

1000

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

再
現

期
間

（
年

）

潮位偏差（m）

1

10

100

1000

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

再
現

期
間

（
年

）

潮位偏差（m）

※統計期間が短いため参考

観測以降最大：0.57m
⇒再現期間：89年

観測以降最大：0.66m
⇒再現期間：22年

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7
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潮
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偏
差

(
m
)
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0.6

0.7
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潮
位

偏
差

(
m)

※三国験潮場の観測潮位と気象庁の天文潮位（2011年～）から潮位偏差を算定

ジェーン台風発生時潮位偏差
（宮津検潮所）：0.52m

⇒再現期間：31年(参考値)

344. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
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9）将来の外力変化（潮位偏差、波高（代表地点））

 潮位偏差について、d4PDFの過去実験と2℃上昇実験を用いて、将来変化率を算定した。

 潮位偏差の再現期間は90年であり、当該再現期間における潮位偏差の将来変化率（バイアス補正後）
は、舞鶴検潮所で1.08倍、三国験潮場で1.14倍となる。

 30年確率波高、50年確率波高の将来変化率（バイアス補正後）は、沖波推算地点の若狭No.6で1.07倍、
1.08倍、加越No.4で1.07倍、1.06倍となる（代表2地点を例示）。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

波高の将来変化率 (代表２地点)潮位偏差の将来変化率

加越No.4若狭No.6三国験潮場
(再現期間：90年)

舞鶴検潮所
（再現期間：90年）

現行計画
再現期間 50年確率波高30年確率波高50年確率波高30年確率波高

8.53m8.19m7.61m7.18m81cm61cm過去実験

9.04m8.74m8.24m7.65m92cm66cm
2℃上昇
実験

0.51m0.55m0.63m0.47m11cm5cm変化量

1.06倍1.07倍1.08倍1.07倍1.14倍1.08倍変化率

検討結果
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潮位偏差(cm)

過去実験 2℃上昇実験 実測値

再現期間：90年 再現期間：90年 再現期間：50年

再現期間：30年

再現期間：50年

再現期間：30年

61cm 92cm81cm 7.61m 8.24m66cm 8.53m 9.04m

7.18m
7.65m

8.19m
8.74m
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30年確率 50年確率 30年確率 50年確率 30年確率 50年確率 30年確率 50年確率

加越01 120 8.42 8.84 8.93 9.47 0.51 0.63 1.06 1.07

加越02 100 8.44 8.81 8.94 9.51 0.50 0.70 1.06 1.08

加越03 145 8.40 8.79 8.88 9.26 0.48 0.47 1.06 1.05

加越04 170 8.19 8.53 8.74 9.04 0.55 0.51 1.07 1.06

加越05 215 8.25 8.59 8.72 9.12 0.47 0.53 1.06 1.06

加越06 230 8.22 8.57 8.69 9.17 0.47 0.60 1.06 1.07

加越07 210 7.93 8.32 8.48 8.84 0.55 0.52 1.07 1.06

若狭01 90 7.41 7.71 7.77 8.17 0.36 0.46 1.05 1.06

若狭02 65 7.02 7.38 7.46 7.86 0.44 0.48 1.06 1.07

若狭03 55 7.06 7.41 7.40 7.86 0.34 0.45 1.05 1.06

若狭04 65 7.42 7.88 7.86 8.42 0.44 0.54 1.06 1.07

若狭05 70 7.70 8.11 8.12 8.71 0.42 0.60 1.05 1.07

若狭06 45 7.18 7.61 7.65 8.24 0.47 0.63 1.07 1.08

若狭07 50 7.38 7.72 7.84 8.28 0.46 0.56 1.06 1.07

若狭08 45 6.96 7.42 7.31 7.86 0.35 0.44 1.05 1.06

若狭09 60 7.03 7.39 7.45 7.78 0.42 0.39 1.06 1.05

変化率

(②/①)

確率波高(m)(バイアス補正後 )

若狭湾

沿岸
水深

(m)
地点 ①過去実験 ②2℃上昇実験

加越

変化量(m)

(②-①)

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討
9）将来の外力変化（波高（全沖波推算地点））

 波浪について、d4PDFの過去実験と2℃上昇実験を用いて、将来変化率を算定した。

 30年確率波高、50年確率波高の将来変化率（バイアス補正後）は、全沖波推算地点で1.05倍～1.07倍、
1.05倍～1.08倍となる。

●波浪観測所 (敦賀、福井)
●沖波推算地点（若狭No.1～No.9）
●沖波推算地点（加越No.1～No.7）

沖波推算地点位置図 沖波推算地点の波高の将来変化率
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備考欄の※は相対水深が1/2より小さく、準沖波扱いとなることを示す

加越No.1 120

加越No.2 100 *

加越No.3 145

加越No.4 170

加越No.5 215

加越No.6 230

加越No.7 210

若狭No.1 90 *

若狭No.2 65 *

若狭No.3 55 *

若狭No.4 65 *

若狭No.5 70 *

若狭No.6 45 *

若狭No.7 50 *

若狭No.8 45 *

若狭No.9 60 *

備考

加越

若狭湾

沿岸 地点
水深
(m)
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加越、若狭湾沿岸の計画高潮位

加越

若狭湾

加越

三国験潮場を基準として設定

※R8.3に三国験潮場の観測が終了す

る予定

T.P.+0.91m

三国験潮場の最新5ヵ年(2019～2023年)の平均値T.P.+0.60m

に、2100年までの平均海面水位上昇量0.31mを加えて設定

※三国験潮場では朔望平均満潮位を公表していない

0.75m

三国験潮場の観測以降(2011～2023年)の最大潮

位偏差(2016年1月20日　日本海低気圧)0.66m
に、三国験潮場の将来変化率1.14倍を乗じて設

定

T.P.+1.66m

若狭湾
現行計画と同様に、舞鶴検潮所を基
準として設定 T.P.+0.86m

舞鶴検潮所の最新5ヵ年(2019～2023年)の平均値T.P.+0.55m

に、2100年までの平均海面水位上昇量0.31mを加えて設定
0.62m

舞鶴検潮所の観測以降(1969～2023年)の最大潮
位偏差(1972年台風20号)0.57mに、舞鶴検潮所の

将来変化率1.08倍を乗じて設定

T.P.+1.48m

2100年までの平均海面水位上昇量は、気候変動2025の予測結果をもとに設定

参考)隣県（石川県、京都府）

現行

計画
－ T.P.+1.21m

2100年
時点

－ T.P.+0.88m
金沢港の20世紀末(1986～2005)の平均値T.P.+0.49mに、21
世紀末までの平均海面水位上昇量0.39mを加えて設定

0.84～
0.86m

金沢港の観測以降(1970～2021)の最大潮位偏差

(1991年2月16日)0.75mに、金沢港の将来変化率
1.12～1.15倍を乗じて設定

T.P.+1.72～1.74m

現行

計画

水管理・国土保全局、水産庁で、

ジェーン台風時の舞鶴検潮所の既往
最高潮位をもとに設定

その他は各海岸単位で既往最高潮位

を設定

T.P.+0.40～

0.67m

－

(設定根拠未記載)
T.P.+0.86～1.10m

2100年
時点

－ T.P.+0.86m
舞鶴検潮所の最新5ヵ年（2018～2022）の平均値T.P.+0.54m
に、21世紀末までの平均海面水位上昇量0.32mを加えて設定

0.53～
0.64m

舞鶴検潮所の既往最大偏差（0.57m）をもとに再

現確率を100年確率と設定。地形特性を考慮し、
各算定点で設定した2℃上昇の簡易推定式から求

めた100年確率の値を設定

T.P.+1.39～1.50m

丹後

(京都府)

－

出典：第3回 加越沿岸海岸保全基本計画検討委員会 令和6年8月5日 石川県 資料3をもとに作成
　　　第2回 丹後沿岸海岸保全基本計画技術検討会 令和7年3月11日 京都府 資料3、5をもとに作成

潮位偏差朔望平均満潮位 計画高潮位

加越

(石川県)

－ －

時点 沿岸 計画高潮位の設定方針

2100年
時点

計画高潮位

（①+②）

現行

計画

大部分の海岸で、ジェーン台風時の
舞鶴検潮所の既往最高潮位をもとに

設定

－ － T.P.+1.10m

時点 沿岸 計画高潮位の設定方針 ①朔望平均満潮位 ②潮位偏差

10）計画外力の設定（計画高潮位）

 舞鶴検潮所、三国験潮場の朔望平均満潮位、平均海面水位の上昇量、潮位偏差の将来変化率をもとに、
加越、若狭湾沿岸の気候変動を踏まえた計画高潮位を設定した。

 2100年時点の計画高潮位は、平均海面水位の上昇量を考慮したこと、設定方法の変更により満潮位と
最大潮位偏差の同時生起を考慮したことで、現行計画よりも高くなる。

加越、若狭湾沿岸の計画高潮位

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

37



38

10）計画外力の設定（計画波浪 30年確率）

 沖波推算地点の現行計画の波高に、将来変化率を乗じて計画波浪を設定した。変化率は、沿岸毎に沖
波推算地点の変化率を平均して設定した。

 周期については、現行計画で用いている波高と周期の関係式を用いて設定した。準沖波地点では、波
高の平方根と周期を関連付ける係数を求め、その関係式から周期を算定した。

地域海岸区分とゾーン区分 加越、若狭湾沿岸の計画波浪（30年確率）

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

波高(m) 周期(s) 波向 波高(m) 周期(s) 波向

芦原・三国海浜ゾーン 加越No.1 120 9.40 13.4 NW 9.96 13.8 NW

テクノポート・三里浜ゾーン 加越No.3 145 9.75 13.6 NW 10.34 14.0 NW

加越No.4 170 9.73 13.6 NW 10.31 14.0 NW

加越No.5 215 9.75 13.6 NW 10.34 14.0 NW

加越No.6 230 9.73 13.6 NW 10.31 14.0 NW

越前海岸ゾーン

敦賀湾ゾーン 若狭No.1 90 7.70 12.1 NW 8.16 12.4 NW 準沖波扱い

若狭No.2 65 7.90 12.2 NW 8.37 12.6 NW 準沖波扱い

若狭No.3 55 7.80 12.1 NW 8.27 12.5 NW 準沖波扱い

若狭No.4 65 7.90 12.2 NW、NNW 8.37 12.6 NW、NNW 準沖波扱い

若狭No.5 70 8.42 12.5 NW 8.93 12.9 NW 準沖波扱い

地域海岸4 三方・小浜ゾーン 若狭No.6 45 7.70 12.1 NNW 8.16 12.4 NNW 準沖波扱い

地域海岸3 小浜湾ゾーン 若狭No.7 50 7.68 12.1 N、NNW 8.14 12.5 N、NNW 準沖波扱い

地域海岸2 若狭No.8 45 6.95 11.6 N、NNW 7.37 12.0 N、NNW 準沖波扱い

地域海岸1 若狭No.9 60 7.30 11.8 N 7.74 12.1 N 準沖波扱い

相対水深が1/2より小さい場合は、準沖波扱いとする

現行計画の波高、周期は、16方位の中で波高が最大となる方位の値を記載

備考
30年確率 30年

確率

変化率 2100年時点現行計画

30年確率

加越

地域海岸8

1.06

沿岸
地域

海岸
ゾーン 地点

水深

(m)

13.5 NW

10.13 13.9 NW13.5 NW

地域海岸7

越前海岸ゾーン

加越No.7 210 9.58

越前松島・東尋坊ゾーン 加越No.2 100 9.56 準沖波扱い

2100年時点の波高は、現行計画に変化率を乗じて算定。周期は、現行計画で用いている波高と周期の関係式を用いて設定。準沖波地点では、波高の平方根と周期

を関連付ける係数を求め、その関係式から周期を算定

若狭湾

地域海岸6

1.06

地域海岸5 美浜ゾーン

大飯・高浜ゾーン

13.9 NW10.15

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討



10）計画外力の設定（計画波浪 50年確率）

地域海岸区分とゾーン区分 加越、若狭湾沿岸の計画波浪（50年確率）

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

波高(m) 周期(s) 波向 波高(m) 周期(s) 波向

芦原・三国海浜ゾーン 加越No.1 120 9.89 13.7 NW 10.48 14.1 NW

テクノポート・三里浜ゾーン 加越No.3 145 10.23 14.0 NW 10.84 14.4 NW

加越No.4 170 10.20 14.0 NW 10.81 14.4 NW

加越No.5 215 10.22 14.0 NW 10.83 14.4 NW

加越No.6 230 10.20 13.9 NW 10.81 14.3 NW

越前海岸ゾーン

敦賀湾ゾーン 若狭No.1 90 8.30 12.6 NW 8.88 13.0 NW 準沖波扱い

若狭No.2 65 8.50 12.7 NW 9.10 13.1 NW 準沖波扱い

若狭No.3 55 8.40 12.6 NW 8.99 13.0 NW 準沖波扱い

若狭No.4 65 8.50 12.7 NNW 9.10 13.1 NNW 準沖波扱い

若狭No.5 70 8.96 12.9 NW 9.59 13.3 NW 準沖波扱い

地域海岸4 三方・小浜ゾーン 若狭No.6 45 8.20 12.4 NNW 8.77 12.9 NNW 準沖波扱い

地域海岸3 小浜湾ゾーン 若狭No.7 50 8.29 12.6 N、NNW 8.87 13.0 N、NNW 準沖波扱い

地域海岸2 若狭No.8 45 7.59 12.2 N、NNW 8.12 12.6 N、NNW 準沖波扱い

地域海岸1 若狭No.9 60 7.80 12.1 N 8.35 12.6 N 準沖波扱い

相対水深が1/2より小さい場合は、準沖波扱いとする

現行計画の波高、周期は、16方位の中で波高が最大となる方位の値を記載

備考
50年確率 50年

確率

変化率 2100年時点現行計画

50年確率

加越

地域海岸8

沿岸
地域
海岸

ゾーン 地点
水深
(m)

1.06

10.01 13.8 NW

地域海岸7

越前海岸ゾーン

加越No.7 210

越前松島・東尋坊ゾーン 加越No.2 100

13.8 NW

14.2 NW 準沖波扱い10.61

2100年時点の波高は、現行計画に変化率を乗じて算定。周期は、現行計画で用いている波高と周期の関係式を用いて設定。準沖波地点では、波高の平方根と周期

を関連付ける係数を求め、その関係式から周期を算定

若狭湾

地域海岸6

1.07

地域海岸5 美浜ゾーン

大飯・高浜ゾーン

10.64 14.2 NW10.04

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

 沖波推算地点の現行計画の波高に、将来変化率を乗じて計画波浪を設定した。変化率は、沿岸毎に沖
波推算地点の変化率を平均して設定した。

 周期については、現行計画で用いている波高と周期の関係式を用いて設定した。準沖波地点では、波
高の平方根と周期を関連付ける係数を求め、その関係式から周期を算定した。
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

 福井県沿岸における計画外力（計画高潮位、計画波浪）は、以下のとおりである。

10）計画外力の設定（計画高潮位、計画波浪）

地域海岸区分とゾーン区分

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

地域

海岸1

地域

海岸2

地域

海岸3

地域

海岸4

地域

海岸5

小浜湾
三方・

小浜
美浜 敦賀湾

越前

海岸

越前

海岸

テクノ

ポー

ト・三

里浜

芦原

・三国

海浜

岩礁海岸 岩礁海岸
岩礁海岸

砂浜海岸

岩礁海岸

砂浜海岸
岩礁海岸 岩礁海岸

埋立地

砂浜海岸
砂浜海岸

波高

(m)
8.14 8.16

8.27

～8.93
8.16 10.15

10.15

～10.34
10.34 9.96

周期

(s)
12.5 12.4

12.5

～12.9
12.4 13.9

13.9

～14.0
14.0 13.8

波向 N、NNW NNW NW、NNW NW NW NW NW NW

波高

(m)
8.87 8.77

8.99

～9.59
8.88 10.64

10.64

～10.83
10.84 10.48

周期

(s)
13.0 12.9

13.0

～13.3
13.0 14.2

14.2

～14.4
14.4 14.1

波向 N、NNW NNW NW、NNW NW NW NW NW NW

若狭

No.7

若狭

No.6

若狭

No.2～5

若狭

No.1

加越

No.7

加越

No.4～7

加越

No.3

加越

No.1

※1　出典：各海岸の海岸保全区域台帳、長寿命化計画

※2　出典：各海岸の長寿命化計画、海岸保全施設設計資料等

※3　2100年時点の計画波浪の波高、周期、波向は、16方位の中で波高が最大となる方位の値を記載

50年

確率

N、NNW NW

N、NNW NW

地域海岸

沿岸

岩礁海岸

潮位偏差

計画高潮位

2

1
0

0

年

時

点

大部分の海岸で、舞鶴検潮所におけるジェーン台風時（1950.9.3）の既往最高潮位（T.P.+1.10m）をもとに設定し

ている

T.P.+0.86m T.P.+0.91m

計画

波浪
※2

計画

高潮位
※1現

行

計

画

特徴
岩礁海岸

砂浜海岸

0.62m 0.75m

ゾーン区分

T.P.+0.90m～+1.51m T.P.+0.90m～+1.31m

波高：6.95～9.73m、周期：11.3～13.6s

波高：6.66～8.29m、周期：12.0～12.6s

波高：9.56～9.75m、周期：13.5～13.6s

波高：9.00～9.80m、周期：12.9～13.1s

大飯・高浜
越前松島

・東尋坊

30年

確率

50年

確率

地域海岸7 地域海岸8

加越沿岸

地域海岸6

若狭湾沿岸

朔望平均満潮位

8.12

～8.35
10.61

14.2

12.0

～12.1

12.6

7.37

～7.74
10.13

計画波浪
※3

13.9

沖波推算

地点

若狭

No.8、9

加越

No.2

T.P.+1.48m T.P.+1.66m

30年

確率
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11）設計津波水位（仮値）の検討（検討方針）

 現在、福井県の沿岸では設計津波水位は設定されていない（一部の漁港のみで設定）。

 漁港を対象とした既往の津波シミュレーション結果をもとに、2100年時点における設計津波水位（仮
値）を検討。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

■既往津波シミュレーションの計算領域
津波による浸水を防ぐために、L1津波（数十年から百数十年に一度程度発生する比較的頻度の高い
津波）の水位に基づいて、必要な堤防の高さを設定するための基準

越前・茱崎・鷹巣高浜・小浜・日向・早瀬対象漁港

1350m→450m→150m→50m→10m→5m
※今回の検討では、福井県全沿岸を領域に含む最小の格子間隔である50m格子
領域の計算結果を使用

格子間隔

越前堆列付近断層地震津波1833年庄内沖地震津波想定津波（L1規模）

T.P.+0.532T.P.+0.500潮位条件

対象漁港における漁港施設のみ考慮構造物

今回使用する50m格子領域の計算では、防護ライン前面のせりあがりを考慮し
ていない

防護ラインの扱い

初期水位分布

■設計津波水位とは

■既往津波シミュレーションの概要

今回検討に使用する50m格子領域の計算結果には、格子間隔が大きく微細な地形変化が反映されていないこと、防護ライン前面のせりあが
りが考慮されていないことから、今回検討する設計津波水位は仮値の扱いとする。 41
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 津波シミュレーション結果（50m格子領域）に、2100年までの海面水位上昇量を加算することで、設
計津波水位（仮値）を設定した。

 設定した福井県沿岸における設計津波水位（仮値）は、以下のとおりである。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

地域海岸区分とゾーン
区分

2100年時点の設計津波水位（仮値）

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

※1:津波水位は地域海岸内の最大値を採用。

2100年時点の設計津波水位
①+②

（T.P.m）

②海面水位上昇量
（m）

①津波水位※1

（シミュレーション結果）
（T.P.m）

地域海岸沿岸

3.150.382.77地域海岸8加越
沿岸 4.250.383.87地域海岸7

3.220.332.89
地域海岸6

若狭湾
沿岸

2.060.361.70

2.440.362.08地域海岸5

2.590.362.23地域海岸4

2.090.361.73地域海岸3

2.180.361.82地域海岸2

2.030.361.67地域海岸1

加越沿岸若狭湾沿岸

鷹巣茱崎越前早瀬日向小浜高浜対象漁港

T.P.+0.53mT.P.+0.50m①既往検討の朔望平均満潮位

T.P.+0.91mT.P.+0.86m②2100年時点の朔望平均満潮位

0.38m0.38m0.33m0.36m0.36m0.36m0.36m③2100年までの海面水位上昇量
（②－①）

津波シミュレーション結果に海面水位上昇量を加算

11）設計津波水位（仮値）の検討（検討結果）

2100年までの海面水位上昇量

42
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区分理由地域海岸沿岸区分

石川県境地域海岸8
加越沿岸

安島海岸の岬の突端地域海岸7
加越沿岸と若狭湾沿岸の境界地域海岸6

若狭湾沿岸

立石岬の突端地域海岸5
常神岬の突端地域海岸4
蘇洞門の突端地域海岸3
鋸崎の突端地域海岸2
今戸鼻の突端

地域海岸1 京都府境

11）設計津波水位の検討（地域海岸の設定）

 設計津波水位を設定する地域海岸は、高潮・津波浸水想定で設定している8区分を採用した。

 8地域海岸の内、地域海岸3と6については、海域の面し方により津波水位に違いがあること、地域海岸
内の最大津波水位と地区海岸毎の最大津波水位に乖離があることから、設計津波水位を分割して設定
した。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

43

第4回検討委員会資料で更新

≪福井県における地域海岸の設定手順≫
• 海岸・湾の形状、海岸線の向き・連続性、岩崖・岬から設定
• 津波の浸水範囲の連続性、既往津波痕跡の高さレベルの同一性などから、同一の地域海岸として設定
• 行政区分を考慮
• 高潮・高波を対象とした計画外力の区分を考慮

福井県沿岸を8地域海岸に分割

そのうち地域海岸3と6については、設計津波水位を分割して設定



11）設計津波水位の検討（対象津波群の選定）

 一定の頻度（数十年から百数十年）で発生が想定される津波の集合を設計津波の対象津波群（L1）と
して設定した。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

44

第4回検討委員会資料で更新

【過去に発生した津波】 【想定津波】

①過去に発生した津波痕跡値の整理
津波痕跡データおよび再現シミュレーションにより

、福井県内に影響を及ぼす津波の発生年・津波高
さを整理。

②津波プロット図
過去津波の整理結果を基に地域海岸毎に津波プ

ロット図を作成し、一定の頻度（数十年から百数十
年）で発生が想定される津波を整理し、対象津波群
を設定

設計津波の対象津波群を設定

①地震発生間隔の整理
「日本海における大規模地震に関する調査検討会
（H26,国土交通省）」にて検討された想定津波は、
発生間隔が短い領域で500年～1000年、長い領域
で3900年程度間隔で繰り返し発生していると想定

される津波であり、最大クラスの津波を想定したも
のである。

発生間隔が長く最大クラスとして想定されているこ

とから、日本海沿岸で発生する想定地震は設計津
波の対象津波群へは含めず、福井県内への影響
が大きい想定津波についてはL2として設定※

※：令和2年10月に最大クラスの津波として、津波浸水想定を公表済み



11）設計津波水位の検討（対象津波群の選定）

 対象津波は、過去に発生した津波の痕跡値や再現計算水位をもとに、日本海中部地震、北海道南西沖
地震津波を選定。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

45

第4回検討委員会資料で更新

※地域海岸で津波痕跡が観測されていない場合および痕跡信頼度が不十分な場合は0mとしてプロットしている

■地域海岸8における対象津波群の選定結果の例
※他の地域海岸においても日本海中部地震、北海道南西沖地震津波が選定される



11）設計津波水位の検討（津波シミュレーション条件）

 2100年時点の朔望平均満潮位を初期潮位条件とした津波シミュレーションを実施して、設計津波水位
を設定。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

46

第4回検討委員会資料で更新

内容項目

非線形長波方程式基礎方程式

810m,270m,90m,30m,10m計算格子※1

12時間計算時間※2

0.1s～0.2s（CFL条件および領域の接続境界の安定性を踏まえ設定）計算時間間隔

Okada（1992）の手法により算出※3地盤変動量

加越沿岸：T.P.+0.91m （T.P.+0.60m＋0.31m）
若狭湾沿岸：T.P.+0.86m （T.P.+0.55m＋0.31m）

潮位条件※4

基盤地図情報・福井県LPデータ等地形データ

土地利用に合わせて、津波浸水想定の設定の手引きより設定（小谷
ほか、1998）

粗度係数

施設台帳より設定（なお、透過構造物は施設がないものとして扱う）構造物データ

※1:計算格子および座標はL2浸水想定と同様
※2:24時間の試計算を実施し12時間で収束することを確認
※3:ポアソン比1/4
※4:近5ヵ年の朔望平均に平均海面水位

上昇量を加えて設定

粗度係数の設定例 津波浸水想定の設定の手引き,p.32

計算領域

□：810m格子
□：270m格子
□： 90m格子
□： 30m格子
□： 10m格子



11）設計津波水位の検討（津波シミュレーション結果）

 各地域海岸で「海岸保全区域内の最大値」※を採用することで設計津波水位を設定。

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

47

第4回検討委員会資料で更新

※海岸保全区域外は、地域海岸における設計津波水位として用いない。

※港湾区域内・漁港区域内などの水位は、構造物に囲まれた特殊な条件であるため、海岸線付近での一連の津波水位とは状況が異なることから、
地域海岸における設計津波水位として用いない。

設計津波水位※

【T.P.+m】

最大津波水位【T.P.+m】

地域海岸 日本海中部
地震津波

北海道南西沖
地震津波

3.53.482.768加越
沿岸 2.92.852.747

2.72.622.05
6

若狭
沿岸

1.91.881.64

2.42.342.215

2.32.292.164

2.01.941.92
3

2.42.351.82

2.52.482.092

2.72.611.811

※各地域海岸で最大となる津波水位を0.1m単位で切り上げ

※地域海岸6,3については、設計津波水位を分割して設定

※図中の地域海岸を示す①～⑧の番号については、
海岸保全基本計画（参考-15）と整合を図り更新



5. 気候変動を踏まえた防護水準
（必要天端高）の検討

48

48



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

 気候変動後の高潮に対する必要天端高は、2100年時点の計画高潮位に、2100年時点の計画波浪（30年
確率波高、50年確率波高）に対する必要高と余裕高を加えて設定。

 気候変動後の津波に対する必要天端高は、2100年時点の設計津波水位（仮値）に余裕高を加えて設定。

1）必要天端高の検討方針

方針

津波に対する必要天端高高潮に対する必要天端高

・2100年時点の設計津波水位に余裕高を考慮し、必
要天端高を設定。

・余裕高は、海面水位上昇量の不確実性を考慮し、
水位上昇量が4℃上昇シナリオの下限値まで上振れ
した場合を想定して0.17mに設定。

・2100年時点の計画高潮位に、計画波浪に対する必要高と
余裕高を考慮し、必要天端高を設定。

・計画波浪に対する必要高は、現行の必要天端高の算定方
法が不明な海岸が多く、同じ方法を踏襲することが困難であ
るため、堤防の設置位置が汀線よりも陸側であればうちあ
げ高から、沖側であれば越波流量から算定。

・余裕高は、海面水位上昇量の不確実性を考慮し、水位上昇
量が4℃上昇シナリオの下限値まで上振れした場合を想定
して0.17mに設定。

必要天端高

必要天端高
の考え方

■気候変動後（2100年時点）の必要天端高の設定方針

※上図は海岸堤防等の基本的な考え方（国土交通省）から引用して一部追記、修正（https://www.mlit.go.jp/common/001314449.pdf）

計画波浪に対する
必要高

2100年時点の
計画高潮位

潮位偏差

朔望平均満潮位

余裕高

2100年時点の
設計津波水位

朔望平均満潮位

余裕高
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5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

50

1）必要天端高の検討方針（余裕高の設定）

 「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」では、堤防天端高設定における若干の不確実性を考慮し、
最大1.0m程度を限度として余裕高を設定するとの記載がある。

 福井県沿岸では、海面水位上昇量の不確実性を考慮し、4℃上昇シナリオの下限値(0.57m)まで上振れ
した場合を想定して、余裕高を0.17mに設定。

技術上の基準における余裕高の考え方

出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）, p.3-31,32

福井県沿岸における余裕高の設定

日本沿岸の平均海面上昇量
20世紀末（1986～2005年の平均） ～ 21世紀末（2081～2100年の平均）

シナリオ 日本沿岸
平均

(2081～2100年)

領域Ⅳ
（北陸地方から九

州地方の
東シナ海側沿岸）

領域Ⅲ
（近畿～九州地
方の太平洋側沿

岸）

領域Ⅱ
（関東・東海地方

の沿岸）

領域Ⅰ
（北海道・東北地

方の沿岸）

0.40m
(0.30～0.55m)

0.40m
(0.31～0.56m)

0.39m
(0.29～0.55m)

0.40
(0.30～0.56m)

0.40m
(0.30～0.55m)

2℃上昇
シナリオ

0.68m
(0.56～0.88m)

0.69m
(0.57～0.89m)

0.67m
(0.55～0.87m)

0.68m
(0.56～0.88m)

0.67m
(0.55～0.87m)

4℃上昇
シナリオ

出典：日本の気候変動2025-大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書-
詳細版（2025年3月、文部科学省 気象庁）」p211

・2℃上昇シナリオの平均値(0.40m)を用いて設定している海面水位上昇量
が、4℃上昇シナリオの下限値(0.57m)まで上振れした場合を想定して余裕
高を設定

→余裕高＝0.57m－0.40m＝0.17m



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

 気候変動後の高潮に対する必要天端高は、波浪によるうちあげ高、越波流量を算定し設定した。

1）必要天端高の検討方針（高潮に対する必要天端高の検討フロー）

気候変動を踏まえた
計画高潮位、計画波浪を設定

波浪変形計算を実施し、
海岸前面に到達する波浪を算定

（換算沖波波高H0’の設定）

うちあげ高or越波流量の選択

必要天端高の設定
（計画高潮位+うちあげ高+余裕高）

（許容越波流量を満足する天端高+余裕高）

〇うちあげ高の算定
手法：改良仮想勾配法（中村ら）

〇越波流量の算定
手法：数値近似解法（高山ら）
許容越波流量：一律0.02m3/s/m

防護水準（必要天端高）の算定フロー

＜地形条件＞
地区海岸ごとに代表断面を設定

■波浪変形計算結果（例：加越No.1,2）

波⾼(m) 周期(s) 波⾼(m) 周期(s)
加越No.1 01-0010 9.96 13.8 10.48 14.1 NNW、NW、WNW
加越No.2 01-0010 10.13 13.9 10.61 14.2 NNW、NW、WNW
加越No.3 02-0010 10.34 14.0 10.84 14.4 NNW、NW、WNW
加越No.4 03-0010 10.31 14.0 10.81 14.4 NNW、NW、WNW
加越No.5 03-0010 10.34 14.0 10.83 14.4 NNW、NW、WNW
加越No.6 03-0010 10.31 14.0 10.81 14.3 NNW、NW、WNW
加越No.7 04-0010 10.15 13.9 10.64 14.2 NNW、NW、WNW
若狭No.1 05-0010 8.16 12.4 8.88 13.0 NNW、NW、WNW
若狭No.2 05-0010 8.37 12.6 9.10 13.1 NNW、NW、WNW
若狭No.3 06-0010 8.27 12.5 8.99 13.0 NNW、NW、WNW

若狭No.4 06-0010 8.37 12.6 9.10 13.1
N、NNW、NW、WNW
（WNWは30年確率のみ）

若狭No.5 06-0010 8.93 12.9 9.59 13.3 NNW、NW、WNW
若狭No.6 07-0010 8.16 12.4 8.77 12.9 N、NNW、NW
若狭No.7 08-0010 8.14 12.5 8.87 13.0 NNE、N、NNW、NW
若狭No.8 09-0010 7.37 12.0 8.12 12.6 NNE、N、NNW、NW
若狭No.9 09-0010 7.74 12.1 8.35 12.6 NNE、N、NNW

計算領域名沖波推算地点
2100年時点

30年確率 50年確率
波向（3⽅向）

■沖波・準沖波条件

■算定方法の選択

〇堤防の設置位置が汀線よりも陸側
→うちあげ高を算定

〇堤防の設置位置が汀線よりも沖側
→越波流量を算定

― 海岸保全施設
― 代表断面

汀線位置

WNW NNW

〇最も波高が大きい波向と東西に+１方向の波向を設定
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5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
1）必要天端高の検討方針（代表断面の選定、沖合施設の扱い）

 必要天端高を検討する代表断面は、以下の点に留意して地区海岸毎に選定した。

 沖合施設(離岸堤等)が整備されている代表断面については、現行の必要天端高検討時の扱いが不明な
ことから、以下に示すフローで必要天端高を検討した。

代表断面の選定例（加越沿岸 三国海岸他）

〇代表断面の選定の考え方
1.海岸保全施設があるかどうか
→評価する対象施設が存在する位置を選定
2.背後地に資産が集中している箇所
→地区海岸の中で重要な場所を選定
3.うちあげ高が大きくなるよう急峻な地形の箇所
→安全側の考え方にもとづく選定
4. 波高が大きくなると想定される箇所
→屈折や回折の影響を受けにくい箇所を選定
5.上記の条件を全て満足する箇所が複数あるとき
→海岸保全施設の中央を選定

― 海岸保全施設
― 代表断面
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〇第3段階（第2回検討委員会）
条件：代表断面上に沖合施設がある地区海岸は、全て沖合施設を

考慮して必要天端高を算定する

必要天端高算定における沖合施設の取り扱い

■問題点
・現行の必要天端高検討時にお
ける沖合施設の扱いが不明

■仮定条件
・堤防・護岸は、1970年代ごろに整備されていることから、沖合施設
が整備される以前に必要天端高が検討されたと仮定

〇第1段階（第1回検討委員会）
条件：沖合施設を未考慮として必要天端高を算定
結果：必要天端高が現況天端高を2m以上回る地区海岸を確認

〇第2段階（第1回検討委員会）
条件：2m以上上回るかつ代表断面上に沖合施設がある地区海岸を

選定し、必要天端高を算定
結果：必要天端高が現実的な値となることを確認

→上記結果を踏まえ、福井県沿岸では、代表断面上にある沖合施
設を考慮して、必要天端高を算定する

■検討目的
・代表断面の2100年時点におけ
る必要天端高の算定



津波に対する必要天端高
（仮値）
（T.P.m）

高潮に対する必要天端高※

【50年確率波高】
（T.P.m）

地域海岸

3.44.5 ~ 6.6地域海岸8加
越
沿
岸 4.54.7 ~ 9.5地域海岸7

3.45.1 ~ 11.4
地域海岸6

若
狭
湾
沿
岸

2.32.1 ~ 5.3
2.73.3 ~ 6.5地域海岸5
2.82.4 ~ 6.1地域海岸4
2.31.8 ~ 4.7地域海岸3
2.43.8 ~ 7.5地域海岸2
2.22.9 ~ 6.6地域海岸1

 各地域海岸において、高潮と津波（仮値）に対する必要天端高を比較した結果、概ね高潮に対する必
要天端高が高くなることを確認。

2）必要天端高の検討結果

地域海岸区分とゾーン区分 高潮と津波（仮値）の必要天端高の比較

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

必要天端高は0.1m単位で切り上げて設定

53

※ 高潮に対する必要天端高は、沖合施設を考慮しない条件で算定した値

第1回検討委員会資料の再掲



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
3）必要天端高と現況天端高の比較（加越沿岸、沖合施設考慮なし）

 加越沿岸では、沖合施設を考慮しない条件において、必要天端高が現況天端高を上回る地区海岸が、
全32地区海岸中、30年確率波で22地区海岸、50年確率波で23地区海岸あった。

地域海岸区分
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①
地域海岸8

②
地域海岸7

※必要天端高は沖合施設を考慮しない条件で算定した値（0.1m単位で切り上げて設定）

第1回検討委員会資料の再掲



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
3）必要天端高と現況天端高の比較（若狭湾沿岸 沖合施設考慮なし）

 若狭湾沿岸では、沖合施設を考慮しない条件において、必要天端高が現況天端高を上回る地区海岸が、
全67地区海岸中、30年確率波で39地区海岸、50年確率波で42地区海岸あった。

地域海岸区分
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④
地域海岸5

⑤
地域海岸4

⑥
地域海岸3

⑦
地域海岸2

⑧
地域海岸1

③
地域海岸6

※必要天端高は沖合施設を考慮しない条件で算定した値（0.1m単位で切り上げて設定）

第1回検討委員会資料の再掲



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
3）必要天端高と現況天端高の比較（沖合施設考慮あり）

 必要天端高が現況天端高を2m以上上回り、かつ沖合施設が整備されている地区海岸（7地区海岸）を対
象に、沖合施設を考慮した場合の必要天端高を算定。

 沖合施設の波浪低減効果により、必要天端高が低くなることを確認。

沖合施設を考慮した場合の必要天端高

※沖合施設による波浪低減効果は、現行の沖合施設の諸元を基に算定 56

若狭湾沿岸加越沿岸

※必要天端高は沖合施設を考慮した条件で算定した値（0.1m単位で切り上げて設定）

第1回検討委員会資料の再掲



津波に対する必要天端高
（仮値）
（T.P.m）

高潮に対する必要天端高※

【50年確率波高】
（T.P.m）

地域海岸

3.43.7 ~ 6.6地域海岸8加
越
沿
岸 4.53.4 ~ 9.5地域海岸7

3.43.5 ~ 9.1
地域海岸6

若
狭
湾
沿
岸

2.31.8 ~ 4.9
2.72.9 ~ 5.6地域海岸5
2.81.8 ~ 6.1地域海岸4
2.31.8 ~ 4.7地域海岸3
2.43.1 ~ 7.5地域海岸2
2.22.9 ~ 6.6地域海岸1

 各地域海岸において、高潮と津波（仮値）に対する必要天端高を比較した結果、概ね高潮に対する必
要天端高が高くなることを確認。

 別途検討中の気候変動を踏まえた設計津波水位の結果を踏まえて、必要天端高を見直すことを考えて
いる。

2）必要天端高の検討結果

地域海岸区分とゾーン区分 高潮と津波（仮値）の必要天端高の比較

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

必要天端高は0.1m単位で切り上げて設定

57

※ 高潮に対する必要天端高は、沖合施設を考慮した条件で算定した値

第2回検討委員会資料の再掲



津波に対する必要天端高
（T.P.m）

高潮に対する必要天端高※

（T.P.m）
地域海岸

沿
岸

3.73.7 ~ 6.5地域海岸8加
越
沿
岸 3.13.4 ~ 9.0地域海岸7

2.93.0 ~ 8.9
地域海岸6

若
狭
湾
沿
岸

2.11.8 ~ 4.9
2.62.8 ~ 5.3地域海岸5
2.51.8 ~ 5.9地域海岸4
2.21.8 ~ 3.8

地域海岸3
2.64.4 ~ 4.5
2.73.0 ~ 6.9地域海岸2
2.92.8 ~ 6.1地域海岸1

 各地域海岸において、高潮と津波に対する必要天端高を比較した結果、概ね高潮に対する必要天端高
が高くなることを確認。

2）必要天端高の検討結果

地域海岸区分とゾーン区分
高潮と津波に対する必要天端高の比較

地域海岸区分

湾の形状や山付け等の自然条件、海岸線の向きに着目して設定し
た区分（高潮・津波浸水想定等で設定）

ゾーン区分

海岸地形、自然公園区域、流入河川の位置といった自然条件や、
背後の土地利用、港湾・埋立地、漁港の位置等といった社会経済
条件をもとに設定した区分（海岸保全基本計画で設定）

5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討

必要天端高は0.1m単位で切り上げて設定

58

※ 高潮に対する必要天端高は、沖合施設を考慮した条件で算定した値

※ 地域海岸6,3については、設計津波水位の区分に合わせて分割

第4回検討委員会資料で更新※図中の地域海岸を示す①～⑧の番号については、
海岸保全基本計画（参考-15）と整合を図り更新



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
3）必要天端高と現況天端高の比較（加越沿岸、沖合施設考慮）

 代表断面上に沖合施設がある場合は、施設を考慮した条件において、必要天端高を算出した。

 必要天端高が現況天端高を上回る断面が、全33断面中、30年確率波で18断面、50年確率波で19断面
あった。

59

①
地域海岸8

②
地域海岸7

地域海岸区分

第2回検討委員会資料で更新

：第1回検討委員会から追加した断面（地区海岸内で複数の特性を有すると考えられる場合
に断面を追加）

※必要天端高は0.1m単位で切り上げて設定



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
3）必要天端高と現況天端高の比較（若狭湾沿岸 沖合施設考慮）

 代表断面上に沖合施設がある場合は、施設を考慮した条件において、必要天端高を算出した。

 必要天端高が現況天端高を上回る断面が、全76断面中、30年確率波で30断面、50年確率波で33断面
あった。

60

④
地域海岸5

⑤
地域海岸4

⑥
地域海岸3

⑦
地域海岸2

⑧
地域海岸1

③
地域海岸6

地域海岸区分

：第1回検討委員会から追加した断面（地区海岸内で複数の特性を有すると考えられる場合
に断面を追加）

※必要天端高は0.1m単位で切り上げて設定

第2回検討委員会資料で更新



6.海岸保全基本計画変更原案

61

61



6. 海岸保全基本計画変更原案

 「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」提言（令和2年7月）を踏まえ、海岸保全基本方針が変更さ
れたことを受け、海岸保全基本計画の変更を行う。

1）気候変動を踏まえた計画変更のポイント

62

■計画変更のポイント

①海岸保全基本方針に基づき、気候変動による影響を明示
・気候変動を踏まえた計画外力・適応策等を海岸保全基本計画に反映する。

②前提とする温暖化シナリオ及び目標時点を明示
・気候変動シナリオとして、2℃上昇相当を前提とし、将来の気候変動を考慮した21世紀末（2100

年）時点の海岸保全の目標等を示す。

③段階的な防護水準の検討
・気候変動の不確実性、施設の耐用年数を踏まえ、段階的な防護水準を検討する旨を示す。
・ハード対策のみで防護できるレベルには限界があること等を踏まえ、ハード対策とソフト対策を

適切に組み合わせて対応を検討する旨を示す。

④計画の確認・見直し
・気候変動には不確実性があり、将来の予測結果が変わる可能性があることから、新たな知見等を

もとに適宜計画の確認、必要に応じて見直しを検討する旨を示す。



6. 海岸保全基本計画変更原案

 気候変動への影響を踏まえ、海岸保全基本計画の変更を行う。

2）海岸保全基本計画の主な変更点

■目次 ＜加越沿岸 海岸保全基本計画（平成28年3月変更）＞
1.1 海岸保全の基本理念

・令和2年11月の海岸保全基本方針の見直しに伴い、気候変動の影響を踏まえ、海岸保全
基本計画の見直しが必要となった旨を記載

■主な変更内容

63

2.2.2 加越沿岸の海岸防護の目標
・気候変動を踏まえた防護水準の項目を追加し、2℃上昇シナリオの2100年時点における
計画外力を対象に設定する旨を記載

2.2.3 （1） 海岸の防護に関する施策
・面的防護方式やハード・ソフト対策の組み合わせ、事前適応策、順応的適応策の考え方
に基づいて気候変動へ対応していく旨を記載

・平均海面水位の上昇に伴い、汀線が後退することが想定されるため、予測を重視した順
応的砂浜管理の考え方にもとづき、海岸侵食へ対応していく旨を記載

5.1 計画実施時に配慮すべき事項
・気候変動の影響の不確実性を考慮し、新たな知見が得られた段階で、防護水準の
確認、見直しの必要性を検討する旨を記載

3.1 海岸保全施設の整備の考え方
・気候変動を踏まえた将来の防護水準、ハード、ソフト対策の現状、地域特性の将来変化
などを踏まえて施設整備を実施していく旨を記載

・環境・利用の面から砂浜の保全が重要な区域に対しては、定期的なモニタリングや養浜
などの順応的な砂浜管理を視野に入れた整備を進めていく旨を記載

3.2.1 気候変動の影響度が高い地区海岸
・気候変動を踏まえた堤防・護岸の必要天端高に対して、天端高が不足する地区海岸を、
気候変動の影響度が高い地区海岸として記載。整備に当たっては、現在の施設の整備
状況、施設の耐用年数、地域毎の特性を踏まえ段階的に整備を進める旨を記載。

3.3 海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項
・参考資料から3章3節へ移動



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 表記の説明

64

新旧

 見出し右肩の枠書き、および新旧対比表の文字色は、以下を示す。

第3回検討委員会資料の再掲

第4回検討委員会資料で更新

第4回検討委員会資料で更新（第3回意見の反映）

→第3回検討委員会資料から更新なし

→第3回検討委員会資料から設計津波水位の検討結果を反映

→第3回検討委員会における委員からの意見を反映して更新

 計画実施時に配慮すべき事項に、気候変動による防護水準の見直しの項
目を追加。

 計画の見直しの項目に、気候変動への対応策以外の新たな知見が得られ
た場合は必要に応じて計画の見直しを検討する旨を記載。

青字 ：第3回検討委員会で更新
赤字 ：第4回検討委員会で更新



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（1.1 海岸保全の基本理念）

65

新旧

 気候変動の影響を踏まえ、海岸保全基本計画を変更する旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.1.1 防護面から見た海岸の現況）

66

新旧

 津波被害に関する記載がなかったため、高潮・高波浪等による被害の項
目に、津波被害の発生状況を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2 海岸保全の方向および施策）

67

新旧

 海岸保全の方向および施策に、将来の気候変動を考慮することを記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.2 加越沿岸の海岸防護の目標）

68

新旧

 防護水準の項目に、津波に対する防護水準を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



新旧

6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.2 加越沿岸の海岸防護の目標）

69

 気候変動を踏まえた防護水準の項目を追加。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.2 加越沿岸の海岸防護の目標）

70

新旧

 気候変動を踏まえた防護水準の項目を追加。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

71

新旧

 海岸の防護に関する施策に、気候変動への対応策の項目を追加。

第4回検討委員会資料で更新（第3回意見の反映）



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

72

新旧

 海岸の防護に関する施策に、気候変動への対応策の項目を追加。

第4回検討委員会資料で更新（第3回意見の反映）



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

73

新旧

 海岸の防護に関する施策に、気候変動への対応策の項目を追加。

第4回検討委員会資料で更新（第3回意見の反映）



新旧

6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

74

 海岸の防護に関する施策に、津波への対策を追加。設計津波水位について
は、2100年までの平均海面水位上昇量を考慮して設定する旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



新旧

6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

75

 砂浜の保全・回復の項目に、今後の平均海面水位の上昇に伴い汀線後退
が進むと想定されることから、予測を重視した順応的砂浜管理の考え方
にもとづいて海岸侵食へ対応していく旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



新旧

6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

76

 海岸保全施設の機能維持の項目に、予防保全の考え方のもと、長寿命化
計画を策定し、維持および修繕を計画的に実施していく旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（2.2.3 防護・環境・利用に関する施策）

77

新旧

 海岸環境の保全に関する施策に、海岸保全施設の整備にあたっては、生
物の生育と生息、繁殖環境を保全するため、海岸環境と調和した整備方
針とする旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（3.1 海岸保全施設整備の考え方）

78

新旧

 海岸保全施設の整備の考え方に、気候変動を踏まえた将来の防護水準、
ハード、ソフト対策の現状、背後地の人口などの地域特性の将来変化な
どを踏まえて施設整備を実施していく旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（3.1.1 海岸保全施設を整備しようとする区域）

79

新旧

 海岸保全施設を整備しようとする区域に、背後地の重要度、緊急性、現
状の施設整備、地元要望等を踏まえた上で抽出する旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（3.2.1 気候変動の影響度が高い地区海岸）

80

新旧

 気候変動の影響度が高い地区海岸の整備に当たっては、現在の施設の整
備状況、施設の耐用年数、地域毎の特性を踏まえ段階的に整備を進める
旨を記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（3.2.1 気候変動の影響度が高い地区海岸）

81

新旧

 気候変動を踏まえた堤防・護岸の必要天端高に対して、海岸保全施設の
整備が必要である地区海岸の一覧を記載。

 気候変動を踏まえた堤防・護岸の必要天端高に対して、天端高が不足す
る地区海岸を、気候変動の影響度が高い地区海岸として記載。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（3.3 海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項）

82

新旧

 海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項を、計画本文（3章3節）に移
動。

第3回検討委員会資料の再掲



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（5.1 計画実施時に配慮すべき事項）

83

新旧

 計画実施時に配慮すべき事項に、気候変動による防護水準の見直しの項
目を追加。

 計画の見直しの項目に、気候変動への対応策以外の新たな知見が得られ
た場合は必要に応じて計画の見直しを検討する旨を記載。

第4回検討委員会資料で更新（第3回意見の反映）



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 加越沿岸の例（参考資料 計画外力に関する事項）
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新第3回検討委員会時点

 計画外力に関する参考資料に設計津波水位の値を記載。

第4回検討委員会資料で更新

青字：第2回検討委員会で更新
赤字：第3回検討委員会で更新

青字：第3回検討委員会で更新
赤字：第4回検討委員会で更新



6. 海岸保全基本計画変更原案
3）主な変更箇所 若狭湾沿岸の例（参考資料 海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項）
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第4回検討委員会資料で更新

第
3
回
検
討
委
員
会
時
点

新

 規模（計画2100年時点）に、津波に対する必要天端高（余裕高を含む）の検討結果を反映。

・
・
・ 変更なしのため、省略

青字：第2回検討委員会で更新
赤字：第3回検討委員会で更新

青字：第3回検討委員会で更新
赤字：第4回検討委員会で更新



7. 検討スケジュール
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7. 検討スケジュール
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令和８年令和6年～令和7年
項目

76543211211109876543211211

気候変動を踏まえた
計画外力の検討

防護水準の設定

海岸保全基本計画（変更）
の作成

学識経験者への技術相談
第１回～第３回：計画外力
第４回：防護水準

福井県海岸保全基本計画
検討委員会

パブリックコメント等

※関係市町長や関係海岸管理者等に意見照会を行うとともに県民パブリックコメントを実施し、多様な意見等を
広く求めたうえで、海岸保全基本計画の変更を公表

■福井県海岸保全基本計画検討委員会
第１回：気候変動を踏まえた計画の変更方針の提示・委員会設置要領の承認・委員長選出等
第２回：福井県海岸保全基本計画素案の提示
第３回：福井県海岸保全基本計画原案の提示
第４回：福井県海岸保全基本計画変更原案の提示

第1回～第3回 第4回

第1回
7/25

第2回
9/2

第3回
11/17

7月
公表予定

第4回
1/19



参考資料
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討

 現行計画では、確率波高に対する周期を、波高は周期の2次関数(波形勾配が一定)であるとし、平均
波形勾配を用いた関数から算定しており、気候変動後の周期については、同関数を用いて算定した。

 ただし、現行計画の算定式は深海波を前提とした式であり、準沖波地点には適用できないことから、
準沖波地点については、既往の波浪推算結果からT=a√Hの式形で近似曲線を作成し、係数aを求めた
上で周期を算出した（既往検討に係数aの値の記載がある場合は同値を用いた）。

参考）計画外力の設定（周期の算定）

89

福井県の現行計画における確率波高に対する周期の算定方法

※加越No.3の例

沖波推算地点位置図

備考欄の※は相対水深が1/2より小さく、準沖波扱いとなることを示す

加越No.1 120

加越No.2 100 *

加越No.3 145

加越No.4 170

加越No.5 215

加越No.6 230

加越No.7 210

若狭No.1 90 *

若狭No.2 65 *

若狭No.3 55 *

若狭No.4 65 *

若狭No.5 70 *

若狭No.6 45 *

若狭No.7 50 *

若狭No.8 45 *

若狭No.9 60 *

備考

加越

若狭湾

沿岸 地点
水深
(m)

●波浪観測所 (敦賀、福井)
●沖波推算地点（若狭No.1～No.9）
●沖波推算地点（加越No.1～No.7）

沖波推算地点の波形勾配
各沖波推算地点
の値を適用

備考係数a地点
沿
岸

フィッティング4.3614加越No.2
加
越

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.1

若
狭
湾

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.2

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.3

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.4

フィッティング4.3043若狭No.5

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.6

フィッティング4.3744若狭No.7

フィッティング4.4141若狭No.8

既往検討にaの記載有4.3509若狭No.9

準沖波地点の係数a

準沖波扱いの地点(加越No.2、若狭No.1～9）沖波扱いの地点(加越No.1、3～7)対象地点

既往の波浪推算結果からT=a√Hの式形で近似曲線を作成し、
係数aを求めた上で周期を算定する。ただし、既往検討に
係数aの記載がある場合はその値を用いることとする。

深海波条件として算出された平均波形勾配を用い、現
行の算定式で周期を算定する。算定方法

波形勾配地点
沿
岸

0.0336加越No.1
加
越

0.0337加越No.3

0.0336加越No.4

波形勾配地点
沿
岸

0.0337加越No.5
加
越

0.0338加越No.6

0.0336加越No.7

対象とする沖波推算地点と周期の算定方法



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
参考）地区海岸で代表断面を複数設定した箇所

 地区海岸内で複数の特性を有すると考えられる場合に必要天端高を算定する代表断面を複数設定した。

90

■複数の代表断面を設定した地区海岸

―：第1回検討委員会で提示した代表断面
―：第1回検討委員会後に、追加した代表断面

加越沿岸
No.9,10 福井港海岸福井地区

若狭湾沿岸
No.18,19 敦賀海岸東浦地区

若狭湾沿岸
No.3,4 越前海岸厨地区

若狭湾沿岸
No.23～27 敦賀港海岸常宮地区



5. 気候変動を踏まえた防護水準（必要天端高）の検討
参考）地区海岸で代表断面を複数設定した箇所

91

 地区海岸内で複数の特性を有すると考えられる場合に必要天端高を算定する代表断面を複数設定した。

若狭湾沿岸
No.46 内外海漁港海岸

若狭湾沿岸
No.48,49 小浜漁港海岸

若狭湾沿岸
No.47 内外海漁港海岸

若狭湾沿岸
No.62,63 和田港海岸和田地区

■複数の代表断面を設定した地区海岸

―：第1回検討委員会で提示した代表断面
―：第1回検討委員会後に、追加した代表断面



6. 海岸保全基本計画変更原案

 気候変動の影響を踏まえて海岸保全基本計画を変更した沿岸の先行事例において、主に防護に関して
変更を行っている。

参考）他沿岸の変更事例

主な変更点変更年月
策定
機関

沿岸

・気候変動の影響を考慮し防護の強化（耐震・耐水対策、海面上
昇と台風強大化への対応、降雨量増大への対応）を図るととも
に、引き続き環境、利用にも調和した海岸保全施設を推進

令和5年3月東京都東京湾沿岸海岸保全基本計画（東京都区間）

・気候変動を踏まえた基本理念や防護水準の考え方、適応策の他、
沿岸中央に位置する海岸の防護水準について変更

令和6年10月高知県土佐湾沿岸海岸保全基本計画

・気候変動の影響を考慮し防護の強化（海面上昇と台風強大化へ
の対応、侵食の進行への対応）を図るとともに、引き続き環境、
利用にも調和した海岸保全施設を推進

令和7年3月東京都伊豆小笠原諸島沿岸海岸保全基本計画

・気候変動の影響による平均海面水位の上昇、台風の強大化等を
考慮して海岸保全施設の計画外力を検証し、海岸保全施設等の
目安高を設定

・施設整備の検討に当たっては、堤防等による防護だけでなく、
砂浜等による面的防護など、様々な方策があることに留意

・施設整備においては、手戻りのないよう順応的に段階整備を実
施することを基本

令和7年3月千葉県千葉東沿岸海岸保全基本計画

・同上令和7年3月千葉県東京湾沿岸海岸保全基本計画（千葉県区間）

■気候変動の影響を踏まえて海岸保全基本計画を変更した先行事例

※各沿岸のHP、公開資料をもとに作成
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4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）

赤礁埼灯台付近（●）を境に北側（下図Aの範囲）は外洋に面しているのに対し、南側（下図Bの範囲）は内湾に
面している。外洋に面した範囲では日本海を伝播してきた水位が直接作用することで津波水位が高くなる傾向で
ある。地域海岸3での津波水位の傾向および地形特性を鑑み赤礁埼灯台で地域海岸3を分割（詳細な分割位置
は次頁を参照）。
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①海域への面し方による分割候補

地域海岸3周辺の最高水位分布（日本海中部）

地域海岸2

地域海岸4
地域海岸３

地域海岸2

地域海岸4
地域海岸３

●

水位の傾向がやや異なる

地域海岸3周辺の最高水位分布（北海道南西沖）

●

水位の傾向がやや異なる

A

B

外洋に面しており津波が直接作用しやすい



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）

94

①海洋への面し方による分割候補

地域海岸3

地域海岸2

地域海岸4

分割

地域海岸3-2
内湾に面している範囲）

地域海岸3-1
（外洋に面している範囲）

地域海岸2



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）
②「地域海岸の設計津波水位」と「地区海岸毎の津波水位」の乖離による分割候補

※1：設計津波水位は堤防前面のせり上がりを考慮した水位（局所的な水位）であるため、乖離の程度を定量的に示すことは困難である。ここでは、目安と
して1.0mを閾値として設定し設計津波水位と地区海岸毎の津波水位を比較し乖離が大きい海岸を抽出している。

※2：設計津波水位との乖離が連続（2海岸以上）で生じている場合、分割（細分化）の候補として選定。

※3：地形特性（海域への面し方、湾・岬による分断等）による根拠

95ABC

下記の条件に当てはまる地域海岸の集合を分割候補として抽出。

①地域海岸の設計津波水位（青線）と地区海岸毎の津波水位（水色棒）を比較し、乖離が1.0m※1より大きい海岸
（下図のうち★）

②連続して設計津波水位との乖離が生じている海岸群を抽出（下図のうち□の海岸群（A～D））※2

③上記（①、②）の抽出条件を満たす海岸群のうち、地形的な根拠※3が明示可能な海岸



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）

下記の条件に当てはまる地域海岸の集合を分割候補として抽出。

①地域海岸の設計津波水位（青線）と地区海岸毎の津波水位（水色棒）を比較し、乖離が1.0m※1より大きい海岸
（下図のうち★）

②連続して設計津波水位との乖離が生じている海岸群を抽出（下図のうち□の海岸群（A～D））※2

③上記（①、②）の抽出条件を満たす海岸群のうち、地形的な根拠※3が明示可能な海岸

②「地域海岸の設計津波水位」と「地区海岸毎の津波水位」の乖離による分割候補

※1：設計津波水位は堤防前面のせり上がりを考慮した水位（局所的な水位）であるため、乖離の程度を定量的に示すことは困難である。ここでは、目安と
して1.0mを閾値として設定し設計津波水位と地区海岸毎の津波水位を比較し乖離が大きい海岸を抽出している。

※2：設計津波水位との乖離が連続（2海岸以上）で生じている場合、分割（細分化）の候補として選定。

※3：地形特性（海域への面し方、湾・岬による分断等）による根拠

96D



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）
②「地域海岸の設計津波水位」と「地区海岸毎の津波水位」の乖離による分割候補
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ABC

A
B

C

A：敦賀港海岸江良地区～敦賀港海岸常宮地区⇒「湾奥であること」・「岬による分断されていること」等を勘案し地域海岸を細分化

B：糠漁港海岸～川の海岸河野地区⇒周辺海岸との境界において地形的な明瞭な差等が無いことから、細分化は実施しない

C：玉川漁港海岸～越前漁港海岸⇒周辺海岸との境界において地形的な明瞭な差等が無いことから、細分化は実施しない

―地区海岸（海岸保全区域を抜粋）

54
地域海岸6

地域海岸5



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）
②「地域海岸の設計津波水位」と「地区海岸毎の津波水位」の乖離による分割候補
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D

D：越廼海岸居倉地区～越廼海岸居倉赤坂地区海岸⇒周辺海岸との境界において地形的な明瞭な差等が無いことから、細分
化は実施しない

―地域海岸（海岸保全区域を抜粋）

D

地域海岸7



4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）

99

②「地域海岸の設計津波水位」と「地区海岸毎の津波水位」の乖離による分割候補

地域海岸6

地域海岸5
地域海岸7

分割 地域海岸6-2

地域海岸6-1

A：敦賀港海岸江良地区～敦賀港海岸常宮地区を拡大

A

―地区海岸（海岸保全区域を抜粋）



分割①を採用分割②を採用

4. 気候変動を踏まえた計画外力の検討（設計津波水位の設定）
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 前頁までを反映した設計津波水位を以下に示す（なお、加越沿岸は反映による変更は生じない）。

 なお、本検討はあくまで「津波に対する必要堤防高」を対象としたものである。最終的な海岸堤防の高さは、「
高潮に対する必要堤防高」や「現況天端高」等を勘案して設定する必要がある点に留意されたい。

分割反映前

分割反映後


